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1　はしがき

　EC統合は，経済統合（市揚統合の実現，経済・通貨同盟の設立），社会

統合（社会・労働憲章の制定）およぴ政治統合（政治同盟の設立）の3つ

から成る．それは，1992年末を目ざしてまず市揚統合を実現しようとす

る企てとして始まった．ところが，1989年秋以降の東欧・ソ連における

改革の進展およぴ東西両ドイッの統一の急展開は，これら3つの統合の同

時実現を促す重要な契機となった．東欧・ソ連の大改革はさらに，EC統

合から大欧州統合への拡大を促す重要な契機にもなった．そこで，筆者は，

本稿において，まず第2節では，この新しい欧州づくりの現況を概観し，

ついで第3節では，何故に英国のみがEC統合に背を向けてきたのかを

解き明かすことにしたい．　　’』
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　日本企業は，1986年11月から始まった円高景気の波に乗って，研究開

発重視の設備投資を活発に行う一方，脆弱だった自らの財務体質を強めな

がら，積極的に海外進出，国際提携，製品・部品の海外調達などを推し進

めてきた．日本の円高景気とほぼ時を同じくして，その機運が盛り上って

きたEC市揚統合に向けては，域内の欧州企業や域外の米国企業に劣ら

ず，日本企業もまた，さまざまな対応を迫られてきている．そこで，筆者

は，本稿において，さらに第4節では，日本企業がEC市場統合に向け

てどのような対応を行っているかを明らかにし，そして最後に第5節では，

主題に関する筆者の見解を示すことにしたい．

や

4

6

2EC統合から大欧州統合へ

　欧州ではいま，大欧州統合の実現を目ざして，新しい欧州づくりの歴史

的大実験が行われている．その欧州で統合が関心を呼んだのは，今回が初

めてではない．欧州統合の機運は，1920年代に，それまで世界の政治・

経済の中心として君臨してきた欧州が没落の危機を意識したときに生まれ

た．そこに流れていたのは，欧州の国々が統合して外の大きな脅威に備え

るために，巨大な単一市揚をつくって生産力を強化しようという考えであ

った，1992年のEC市場統合に始まる一連のEC統合は，この考えに基

づくものである．

　周知のように，EC統合は，経済統合，社会統合およぴ政治統合の3つ

から成る．①経済統合の第1段階は，市揚統合の実現である．そこでは，

1992年末までに282の物理的・技術的・財政的障壁を取り除き，それに

よって物・人・サーピス・資本の自由な移動を確保し，国境のない単一市

　　　　　　　　　　　　　　　　　1）2）
場（共同市揚）を創設することが意図されている．②経済統合の第2段階

は，経済・通貨同盟の設立である．そこでは，ECの全通貨を欧州通貨制
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図1EC統合

市場統合

経済・通貨同盟 社会・労働憲章

政治同盟

欧州合衆国

度（EMS）へ全面加盟させ，欧州中央銀行を設立し，EC共通の金融政策

を実施し，EC各国の通貨を欧州単一通貨へ移行させることが目論まれて
　の
いる．③社会統合は，社会・労働憲章の制定である，そこでは，労働者の

移動の自由・労働条件の改善，労働者の結社と団体交渉の権利，労働者の

経営参加，男女平等などを実現し，EC共通の社会・労働政策を実施する
　　　　　　　　　の
ことが計画されている，④政治統合は，政治同盟の設立である．そこでは，

ECの機構改革・機能強化を進め，EC各国の外交・安全保障政策を一本
　　　　　　　　　　　　5）
化することが予定されている．

　以上に挙げた市場統合・経済・通貨同盟，社会・労働憲章およぴ政治同
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盟の関係は，図1のように示すことができるであろう．ECは当初，1992

年末を目ざしてまず市場統合を実現し，1993年以後，漸次，経済・通貨

同盟，社会・労働憲章，さらに政治同盟を実現し・そして欧州合衆国の成

立に至るという構想を描いていた．EC内には，サッチャー対ド・一ル論

争に典型的にみられるように，EC統合は経済統合，それもできれば市場

統合のみに限定されるぺきであり，政治統合までも合わせ論じることは好

ましくないという空気が強くあったからである．それでECとしては，

当面の目標である市場統合の実現に向けて，全力投球する考えでいた、と

ころが，1989年の秋以降，東欧・ソ連において，社会主義体制を根底か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
ら揺るがすようなあの大変革が相ついで起こり・いまやEC内には，1993

年1月からの市場統合，経済・通貨同盟と歩調を合わせて・政治統合も実

現しようという意向がとみに高まりつつある．しかも，それは，東西両ド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かの
イツの統一に向けての力強い動きによって加速されている。

　東欧・ソ連のこの大変革は，さらに，EC統合の拡大の重要な契機にも

なった．これまでのEC統合は，EC域内の統合を目ざして展開されて

きた．もっとも，ECは，EFTAとの間で，両機構間の市場障壁を撤廃

する欧州経済領域（EEA）づくりを，1984年以来すでに進めてきてはい
の
る．この経済面での拡大EC構想がいまや，北欧・東欧・ソ連をも包摂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
する大欧州統合構想へと一挙に拡張されたのである．

　大欧州統合については，目下，3つの構想が提唱されている．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　
　①　ド・一ルEC委員長の“欧州同心円”構想

　　　この構想は，3段階から成り，ECを軸にして3つの同心円を描く・

　　第1段階では，ECが市揚統合を実現する・第2段階では，ECが

　　EFTAとの間でEEAを創設する．・第3段階では，ECが東欧諸国・
　　　　　　　　　　　　　　　　　ユの　　ソ連との間で経済貿易協力協定を締結し，さらに東ドィッを除く東欧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　の
　　諸国との間で準加盟協定を締結しようとするものである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユの　②　ミッテラン仏大統領の“欧州連邦”構想

　　　この構想は，2段階から成る♂第1段階では，ECが市揚統合を実

　　現する，第2段階では，欧州の国々が国家連合の形で再結集し，交易

　　と平和と安全保障の恒久的組織をつくろうとするものである．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　③ゴルバチ日フソ連大統領の“欧州共通の家”構想

　　　この構想は・欧州が冷戦に別れを告げ，対話・協力，相互信頼・依

　　存を軸にして新しい共同体をつくる時期に来ているとの認識に立って，

　　全欧州が軍縮による安全と平和の維持を目ざして新しい共存のための

　　政治秩序をつくろうとするものである．

　1990年4月28日のEC臨時首脳会議は，東欧・ソ連における改革の進

展，東西両ドイッの統一の急展開を受けて，市場統合，経済・通貨統合お

よぴ政治統合の同時進行というEC統合の新たな戦略を打ち出した，こ

れを契機にして，大欧州統合は，ド・一ルEC委員長の提唱す3つの同

心円構想に従って進められ’る公算が，きわめて高くなってきた．紛れもな

くそれは・ECを核として推進されていくであろう。だが，大欧州統合を

真の意味で実現するには，これをEC主導のもとに推し進めることに加え

て，東西融合が進む欧州の平和と安全保障の新たな枠組みの形成が必要に

なる，ミソテランの“欧州連邦”構想やゴルバチョフの“欧州共通の家”

構想の狙いも，そこにあると思われる。それがいかに形成されるかは定か

ではないが，これについては，全欧安保協力会議（CSCE）の強化案，北

大西洋条約機構（NAT・）の改編案などがすでに出されてい署．筆都，

この欧州の新秩序づくりがCSCEを強化する方向で進められるものとみ
てL、響．

1）　1990年2月末現在の域内市揚統合の進捗状況は，表1のとおりである．表

1から明らかなように・282項目のすべてについて，EC委員会から閣僚理事会

への提案が完了しているが，閣僚理事会での採択率は，53，5％に留まっている．
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　なお，1989年8月末現在のそれは，表2のとおりである，その時点では，

279項目のうち，未提案が44件あり，採択率は49．1％であった、また，1989

年、2月現在の法令整備状灘，表3のとおりである・齢整僻進んでいる

国は，デンマーク，英国，フランス，西独であるが，ポルトガル，イタリア，

スペィン，ギリシャでは，法令整備が遅れている．

　　　　　　表1EC委員会提案に対する閣僚理事会採択件数

最終採択　一部採択　未採択 計

①物理的障壁の除去

②技術的障壁の除去

③財政的障壁の除去
2
7
4

4
9
5
3
0

3
0
8

5
6
1

100

16Q

22

計 　　143　　8　　131　　282
（50．7％）（2．8％）（46。5％）（100％）

注：①剛，人に関する国獺制の鞭，②晒品規格統一諏艦達の撒労働
移動，資本鋤，金融などサィスの共同化に関す槻制の鞭，③附禰値税・

物品税の調整．未採択には原則合意5件を含む・1990年2月末現在・

出所、田中友義（稿）r独統一，EC統合をカ・速」・囎・年8月2日付け日本経瀬聞・

表2　討議項目別EC委員会提案および閣僚理事会採択件数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内は内数

操嶽欝通蝶纐未提案計

（物理的障壁の除去）

1．物のコントロール

1－1さまざまなコントロール

ト2動・植物検疫

H。人のコントロール

（技術的障壁の除去）

1，勃の自由移動

1－1技術的調和と標準化政策
　　のための新アプローチ

1－2分野別提案

∬．政府調達

皿．労働と職業の自由移動

IV．サービスの共同市場

lV－1金融サービス

35

（4）

（31）

　3

57

（5）

（52）

　2

　7

16

（10）

　52

　4

（1）

（3）

　0

　2

（0）

（2）

　0

　0

　1

（0）

　0

（o）

（0）

　0

　2

（1）

（1）

　1

　0

　4

（3）

19

（3）

（16）

　4

11

（4）

（7）

　2

　6

15

（9）

29

（2）

（27）

　1

　4

（1）

（3）

　1

　1

　3

（o）

87

（10）

（77）

　8

76

（11）

（65）

　6

14

39

（22）

ア

心
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IV－2運　輸

E7－3新技術とサービス

V．資本移動

VL　産業協力に適した
　　条件の創設

（財政的障壁の除去）

　付加価値税／物品税

EC統合と日本企業の対応

　　　（4）（1）（o）

　　　（2）（0）（1）
　　　　3　　　0　　　0

　　　　3　　　0　　　1

4　　　0　　　0

（4）

（2）

　0

16

17

（3）

（0）

　0

　1

4

（12）

（5）

　3

21

25

計 130　　　7　　　8　　　90 4尋　　279

注：1989年8月末現在・共通の立場は原則合意を意味する。

出所　日本貿易振興会rジェトロセンサーJ第40巻第461号，1990年3月，57ぺ一ジ。

　　　表3各加盟国における閣僚理事会指令に基づく法令

　　　　　　整備件数

A　　　B　　　C　　　D　　　E 計

ベルギー

西　　独

アンマーク

スペイン

フランス

ギリシャ

イタリア

アイノレランド

ルクセンブルク

オランダ

ポノレトカ？ノレ

英　　国

4
7
3
6
7
6
5
6
4
9
3
9

5
6
7
4
6
4
3
5
5
5
3
6

1
6
0
6
7
4
2
1
2
0
3
1

2
1
1
3
1
2
3
2
2
2
4
1

0
0
1
3
0
6
0
2
0
0
9
0

0
2
1
2
1
9
8
4
7
6
2
4

1
　
　
　
　
　
　
　
1

3
3
3
1
3
3
3
5
5
3
1
4

8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8

8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8

計 659　273　21　66　37　1，056

注＝各国に法令整備が義務づけられ，かつ，すてに整面期限を過ぎた88件の

　理事会指令について，その89年12月時点における法令整備状況をEC

　委員会が集計したもの．

　A：期限までに法令整備完了済み，

　B：期限を過ぎて法令未整備．

　C3法令整備完了期限猶予．

　D：EC委員会による法令整備違反既訟手続き進行中．

　E＝法令整備不要．

出所：日本貿易振興会「ジェトロセンサー」第40巻第461号，1990年3月，

　　57ぺ一ジ．
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2）フランス，西独，オランダ，ベルギー，ルクセンブルクの五ヵ国は71990

年6月19日，互いの国境規制を．撤廃するシェンゲン協定に調印した，同協定

は，EC市場統合の先駆けとなるもので，国境でのパスポート検査などを廃止

して五ヵ国内の人の移動を自由化するとともに，犯罪防止のため一定の限度で

各国警察の国境を越えた捜査権を認めることになる・ところが・同協定は・域

外からの難民などにとっては逆に流入規制の強化につながりかねないと疑問視

する空気が，フランスを中心に強まっている（1990年1月14日，6月23日

付け朝日新聞，同5月18日，6月20日付け日本経済新聞）・

3）経済・通貨同盟の設立をめぐる最近の動きは，ほぼ次のとおりである，

　1988年6月27－28日，EC首脳会議は，各国中央銀行総裁らで構成する

EC通貨問題専門委員会（委員長はドロールEC委員長）に経済・通貨同盟

の具体案の検討を要請した（1988年6月29日付け日本経済新聞）・

　1989年4月17日，EC蔵相理事会でド・一ルEC委員長は・EC通貨問題

専門委員会報告書（ド・一ル報告書ともいう）に基づいて欧州通貨3段階統合

（①EMS未参加国の英国，ポルトガル，ギリシャは1990年7月までにEMS

　に加入する②各国中央銀行の連合体の欧州中央銀行機構をつくり・経済・通

貨政策の協調を進める③EC各国の通貨交換レートを固定して欧州単一通貨

　をつくり，金融政策の権限を欧州中央銀行に一本化する）を提案した・これに

対して・一ソン英蔵相（当時）は，r英国としては断じて受け入れられない」

　との反対の立場を表明した（1989年4月18日付け日本経済新聞）・

　　1989年6月26－27日，EC首脳会議は，経済・通貨同盟に関して次の諸点

　で合意した（1989年6月28日付け朝日新聞），

　　①経済・通貨同盟実現の意思を再確認する

　　②ド・一ル報告書を段階的に通貨統合作業の基本とする

　　③第1段階は1990年7月からスタートする

　　④第2段階以降の具体化に向けてr政府間会議」を開くこととし・そのため

　　　の準備作業を各国蔵相会議，EC委員会，各国中央銀行総裁会議などで進

　　　める

　　⑤r政府間会議」は第1段階がスタートし・準備作業が完了した時点で開か

　　　れるものとする

　　サッチャー英首相（当時）は，①英国の物価上昇率がEMS加盟9ヵ国並み
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に下がること②1990年7月までにEC各国の外国為替規制の撤廃など資本移

動の自由化が実施されることを条件に，英ポンドのEMS全面加盟の意向を表

明したが，加盟の時期を明示しなかった，また，英政府のスポークスマンは，

第1段階を受け入れることが自動的に第2段階以降を認めることになるわけで

はないと表明した（1989年6月27日付け日本経済新聞）．

　1989年9月9日，EC非公式蔵相会議で・一ソン英蔵相（当時）は，ド・

一ル報告書の第2，第3段階（欧州中央銀行創設による欧州単一通貨実現）に

対する代替案として，①加盟国はEC12ヵ国通貨をすべて自国の「法定通貨」

とし，どの通貨ででも自由に金融取引ができるようにする②通貨の選択は市揚

原理に委ねるなどの新提案を行った（1989年9月11日付け日本経済新聞）．

　1989年9月20日・EC委員会は，経済・通貨同盟の第1段階として①加盟

国の中央銀行間の努力を促進するため，EC内に中央銀行委員会を設置する②

インフレなき経済成畏を維持するため，閣僚理事会が定期的に多国間監視を実

施することを閣僚理事会に提案することを決めた（1989年9月21日付け日本

経済新聞）．

　1989年11月6日，EC外相理事会は，経済・通貨同盟実現の方向について

協議した・競争通貨方式の英国案に対する各国の反応は冷ややかで，r一方的

なぺ一パーで，ド・一ル報告書と同じ次元のものではない」との声が出た，

r英国案は提案時期が遅すぎるし，マドリードの首脳会議（1989年6月26－27

日）の合意路線からもはずれており，EMUの代替案として不十分」との見方

が大勢を占めた（1989年11月7日付け日本経済新聞）．

　1989年12月8－9日，EC首脳会議は，欧州中央銀行機構設立準備のための

政府間会議を1990年末までに開催することを決めた．しかし，．サッチャー英

首相は・会議後の記者会見で，欧州中央銀行構想などにはあくまでも反対して

いく意向を改めて表明した（1989年12月10日付け朝日新聞，日本経済新聞）．

　1990年3月31日，EC蔵相会議でEC委員会は，①欧州単一通貨にはECU

を採用する②ECU発行・管理主体として欧州中央銀行機構を設立する③同機

構は各国政府から独立した権限を持ち，欧州金融政策の中心となる，との新提

案を提出した・同会議では，経済・通貨同盟を実現する方向で，英国を除く11

ヵ国が基本合意した（1990年4月1日付け朝日新聞）．

　1990年4月28日，EC臨時首脳会議は，欧州中央銀行など経済・通貨同盟

55



一橋大学研究年報　商学研究　31

の実現目標を市場統合と同時期の1992年末に設定することで合意した・しか

し，英国は目標期限設定には一応同意したものの・経済・通貨同盟に反対する

姿勢を崩しておらず，サッチャー英首相は，会議後の記者会見でr経済・通貨

同盟は政治統合よりも複雑で長い議論が必要」と語った（1990年4月30日付

け朝日新聞，日本経済新聞），

　1990年6月11日，EC蔵相会議でぺ一ル西独連銀総裁は，rッー・スビー

ド」方式を提案した．その案は，通貨統合に熱心な西独・フランス・ペネルク

スの5ヵ国がまず欧州中央銀行機構を設立して通貨統一に踏み切り・条件が整

ったその他の加盟国が順次後から参加していくというものである．政治家は

rEC統合の足並みを乱す」と反発しているが，経済専門家の間では，現実論

として評価されている（1990年6月23日付け日本経済新聞・同6月24日付

け朝日新聞）．

　1990年6月20日，メージャー英蔵相（当時）は，経済・通貨同盟に対する

英国案として，新たにECU通貨を発行する欧州通貨基金（EMF）の設立を

提案した．その案は，①第1段階として各国通貨で構成する現行のECUシス

テムに応じた通貨を発行し，ECUの利用を促進する②第2段階として各国通

貨とは別建ての独自の新ECUを発行するというものである（1990年6月21

日付け日本経済新聞）．リーペンバートン・イングランド銀行総裁は，メージ

ャー蔵相の新ECU発行案はr経済・通貨同盟の第1段階と第2・第3段階と

のギャップを埋める建設的，想像力に富んだ方法だ」として全面的に支持する

姿勢を示した，同総裁はさらに，経済・通貨同盟に向けた制度づくりは，r今

回の蔵相提案のように，段階的で，市場を前提としたものでなければならない」

と指摘した．これに対してド・一ルEC委員長，ベレゴボワ仏蔵相らは，困

惑と警戒の姿勢を表明した（1990年6月22日付け日本経済新聞）．

　1990年6月25－26日，EC首脳会議は，①経済・通貨同盟の第1段階は

1990年7月1日に発効する②経済統合完成を展望に入れた経済・通貨同盟の

最終段階をつくり上げることを念頭に置いて，1990年12月13日に政府間会

議を開始することを決めた（1990年6月27日付け朝日新聞），

　1990年7月1日，経済・通貨同盟の第1段階として，域内の資本移動の自

由化が正式にスタートした（1990年7月1日付け朝日新聞，日本経済新聞）・

　1990年8月21日，EC委員会は，1993年1月1日から経済・通貨同盟の第

　　　　　　　　　　　　　　56
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2段階に入るとの最終案を決めた（1990年8月22日付け朝日新聞）．

　1990年9月8日，EC臨時蔵相会議で経済・通貨同盟の第2段階以降のあり

方にっいて議論が戦わされたが，EC委員会案，英国案，西独連銀総裁案のほ

かに，スペイン案（ECUをハードカレンシーとして発行する英国案をまず優

先させ，それを次の段階には独仏の主張する欧州中央銀行に発展させるという

もの）が出されたが，各国の評価は分かれ，明確な方向を打ち出すまでには至

らなかった、中東情勢悪化（イラクのクウェート侵攻）による原油価格上昇で，

各国とも当面のインフレ抑制を優先する考えが強まっていると見られるからで

’ある（1990年9月9日，10日，11日，12日付け日本経済新聞，同9月10日，

19日付け朝日新聞）．

　1990年10月5日，サッチャー英首相は，統一ドイッの実現，EMS早期加

盟を叫ぶ国内世論などに抗し切れず，1990年10月8日から，EMSに全面加

盟することを決断した（1990年10月6日，7日付け朝日新聞，日本経済新聞）．

　1990年10月8日，EC蔵相理事会は，経済・通貨同盟の第2段階への1994

年1月移行を柱とするオランダ・スペインの新提案を中心に，通貨統合間題を

討議した・新提案の特色は実務的な点にあり，とくにオランダ案は，第2段階

への移行の条件として，①ヂリシャ，ポルトガルがEMSに全面加盟する②加

盟各国が財政赤字を通貨の新規発行で埋めるのをやめる③各国の中央銀行が独

立性を確保する④EC市場統合を完全に実施することなどを挙げている（1990

年10月6日，9日，11日付け日本経済新聞）．

　1990年10月27－28日，EC臨時首脳会議で，英国を除く11ヵ国は，経

済・通貨同盟の第2段階への移行を1994年1月とすることに条件つきで合意

一したド首脳会議が打ち出した条件は，一①市揚統合計画の達成②新通貨機関設立

のための・一マ条約の改定③新機関の独立性の確保④財政赤字の抑制⑤大半の

国によるEMSでの緊密な協力の5点である（1990年10月29日付け日本経

済新聞，朝日新聞）．

　経済・通貨同盟に関しては，さらに次の文献を参照されたい．

東海銀行，EC通貨統合の現状と展望，r調査月報」第506号，1989年9月．

東京銀行，欧州通貨統合の現状と展望，r東京銀行月報」第42巻第2号，1990

年2月ド

　なお，ECUを構成する各通貨のウェイトおよぴEMS参加状況は，表ぐお
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よぴ表5のとおりである。

　　　　　　　表4ECUを構成する各通貨のウェイト

1979年3月13日から　1984年9月17日以降　1989年9月21日以降

各国通貨
の構成単
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9
現
工

年
日
ウ

糾
1
7
の
ト
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在
イ

貨
単
通
成
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現
二

年
日
ウ

79

3
の
ト

ー9

在
イ

各国通貨
の構成単
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9
現
工

年
日
ウ
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1
の
ト
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在
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L　Fr，
1
，
∠

D．Kr．

Stg．｛

G．Dr．

S．Pta．

P．Esc．

　0．828

　1．150

109，0

　0，286

　3．660

　0．140

　0．00759

　0．217

　0．0885

33．0　　　　0。7工9　　　　　　32。0

19．8　　　　1．310　　　　　　19．0

9．5　　140．OOO　　　　　　10，2

10。5　　　0．256　　　　　10．1

9．2　　　3．710　　　　　　8．2

0，4　　0．140　　　　0．3

1，2　　　0．00871　　　　　1．2

3．1　　　0．219　　　　　　　2．7

13．3　0．0878　　15．0

－　　　1．150　　　　1．3

　0．6242

　1．332

151．800

　0．2198

　3．301

　0．130

　0．008552

　0．1976

　0．08784

　1，440

　6．885

　1．393

30．1

19．0

10．15

9．4

7
．
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0．3
1
．
1

2．45

13．0

0．8
5
．
3

0．8

合　計 100．0 一　　100，0 一　　100．0

出所＝東京銀行r東京銀行月報」第42巻第2号，1990年2月，9ぺ一ジ・

　　　　　表5EMS参加状況（各段階の実現時期）

金・ドノレの　ECUバスケット
スワップ　　　ヘの参加 ERM参加
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ン
ル
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ペ
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ポ

1111篇｝・989年9月 1989年6月
未　　定

　　出所＝東京銀行r東京銀行月報」第42巻第2号、1990年2月，22ぺ一ジ・

4）社会・労働憲章の制定をめぐる最近の動きは，ほぽ次のとおりである．

　1989年6月26－27日，EC首脳会議は，EC委員会がまとめた社会・労働

憲章の素案（市揚統合に向けて労働者の生活や労働条件の改善に結ぴつくよう

な域内労働市場をつくるのが狙い）を検討したが，サッチャー英首相は，これ

をr裏口からの社会主義の侵入だ」r憲章は雇用創出の妨げになる」r各国ごと

労働慣習の違いがあり，それを尊重すぺきだ」と厳しく批判し，憲章づくりに

真っ向から反対の姿勢を崩さなかった．EC市揚統合に向けて社会・労働憲章

づくりが大きく浮かぴ上がってきたのは，r経済的な統合と社会的な統合は将

来の欧州建設の車の両輪」（ドロールEC委員長）との考え方からだったが，

英国だけはこれに合意しなかった（1989年6月30日付け日本経済新聞）．

　1989年10月30日，EC社会労働担当理事会は，12月のEC首脳会議に提

出する社会・労働憲章案を，英国を除く11ヵ国の賛成で採択した（1989年10

月31日付け日本経済新聞）．

　1989年11月20日，EC委員会は，社会・労働憲章を補足する社会・労働

憲章行動計画案を採択した（1989年11月21日付け朝日新聞）．

　1989年12月8－9日，EC首脳会議は，社会・労働憲章を英国を除く11ヵ

国の賛成で採択した（1989年12月10日付け朝日新聞，日本経済新聞）．

5）政治統合をめぐる最近の動きは，ほぼ次のとおりである．

　1990年3月25日．ミッテラン仏大統領は，仏民放テレビとのインタビュー

で，EC統合を前進させるため，政治統合も急ぎ，できれぱ1993年1月の市

場統合と同時に実現を目ざすとの考えを表明した（1990年3月26日付け日本

経済新聞）．

　1990年4月2日，EC外相理事会でエイスケンス・ベルギー外相は，政治

同盟の実現に向けてECの包括的な制度改革案を説明した（1990年4月1日，

3日付け日本経済新聞）．

　　①欧州議会の権限を強化して閣僚理事会との共同決定の形にする

　　②EC委員長の選任を欧州議会議員による選挙制に変えるとともに，委員

　　　長の権限を強化する
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　　③閣僚理事会の意思決定は特定多数決を一般化する

　　④政治協力会議を強力にして外交政策でもEC諸国の一本化を推進する

　1990年4月19日，ミッテラン仏大統領とコール西独首相は，政治統合を急

ぐぺきだとの共同声明を発表し，本年12月のEC首脳会議の際に政治統合の

具体策を協議する政府間会議を開くとともに，政治統合を1993年1月の市揚

統合と同時に実現するよう求めた（1990年4月20日付け朝日新聞，日本経済

新聞）．

　　①経済・通貨同盟と政治統合の一体化を強化する

　　②ECの共通外交，安全保障政策を実現する

　　③EC関係機関の効率化を進める

　1990年4月21日，EC外相会議で仏西独の共同提案を協議した結果，英国

を除く11ヵ国が基本的にこれを支持した（1990年4月23日付け日本経済新

聞）．

　1990年4月28日，EC臨時首脳会議は，仏西独の共同提案に対する英国の

強い反発もあって，政治統合問題の検討をEC外相会議にゆだね・6月の

EC首脳会議で本格討議することを決めた（1990年4月29日，30日付け朝日

新聞，日本経済新聞）．なお，政治統合が急浮上した理由としては，次の三っ

が考えられる。

　　①欧州の屋根の下でのドイッ統一を確実にする

　　②欧州議会の権根が弱くr民主主義の赤字」と呼ばれるECの政策決定

　　　の仕組を改善する

　　③欧州の将来の安全保障機構の受け皿をつくる

これらのうち，最大の理由は③である（1990年5月3日付け日本経済新聞）。

　1990年6月25－26日，EC首脳会議は，①政治統合に関する政府間会議を

1990年12月14日に開始する②会議は1992年末までの加盟国による批准を目

標に，早急に作業を完了することを決めた（1990年6月27日付け朝日新聞）・

なお，EC首脳会議に先立つEC臨時外相会議でまとめられた政治統合への

検討案は，次のとおりである（1990年6月28日付け日本経済新聞）．

　民主的な立法手続きの推進

　　①立法化の過程と対外関係の分野，欧州議会の役割の拡大

　　③EC委員長，委員の指名権を欧州議会に
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．　　③EC活動の透明化と開放度の拡大

　　　④各国議会のEC政策へのかかわりの拡大

　　EC諸機関の効率性と有効性の再検討

　　　①閣僚理事会

　　　　特定多数決で決める政策の範囲の拡大，外相理事会を通じた全体の政策

　　　　調整

　　　②EC委員会

　　　　EC政策の施行に関する行政機能の強化

　　　③EC裁判所

　　　　関連する決意の拘束力の強化

　　ECの対外活動での結束と一体性

　　　①外交政策の経済，政治，安全保障の側面の統合

　　　②ECが担当する安全保障分野の定義づけ

　　　③第三国に対する・ECの外交，政治活動の強化

　　　④政治統合へ向けた各国からECへの段階的な権限移譲とその優先分野

　6）東欧・ソ連の激変に関しては，新聞，雑誌単行本と枚挙に連がないほど

　温れている．例えぱ，次の文献を参照されたい・

　　加藤哲郎r東欧革命と社会主義』花伝社，1990年．

　　r世界」臨時増刊r東欧革命一何が起きたか」第540号，1990年4月．

　　日本経済新聞社『欧州・最後の革命』日本経済新聞社，1990年．

　　rベルリンの壁崩壊』フォト・ドキュメント1989年11月9日，三修社，1990

　年．

　　袴田茂樹rソピエト・70年目の反乱』集英社，1990年，

　7）東西両独の統一をめぐる最近の動きは，ほぼ次のとおりである．

　　1989年11月9日，東独政府は，rベルリンの壁」開放を決定した．

　　1989年11月28日，コール西独首相は，ドイッ統一に向けて10項目提案を

　発表した．

　　1989年12月19日，両独首相は，r条約共同体」を構築することで一致した・

　　1990年2月1日，モド・ウ東独首相（当時）は，軍事的中立を条件にドイ

　ツ統一に向けて4段階提案を発表した．　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　1990年2月13日，両独首相は，連邦国家をつくることで合意した．
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　1990年2月13日，米英仏ソと東西両独の外相がオタワで，ドイッ統一にっ

いて協議し，r2プラス4」方式を決めた．

　1990年3月18日，東独初の自由選挙で，保守派のドイッ連合（キリスト教

民主同盟，ドイッ社会同盟，民主主義の出発）が大勝した・

　1990年4月24日，両独首相は，通貨・経済・社会保障同盟を7月2日をめ

どに実施し，西独マルクを共通の通貨として東独に導入することで合意した。

　1990年5月18日，両独は，経済統合をめぐる交渉で最終的に合意し，r両

独の通貨・経済・社会保障同盟創設に関する国家条約」に調印した・

　1990年6月21日，両独議会は，経済統合のための両独国家条約を批准した・

また，両独議会はオーデル・ナイセ線を統一ドイッとポーランドの国境として

最終的に承認する決議を採択した．

　1990年7月1日，通貨・経済・社会保障同盟の創設に関する国家条約が発

効した．

　1990年8月23日，東独人民議会は，東独の西独編入期日を10月3日とす

る決議案を採択した．

　1990年8月31日，両独政府は，両独の法体系を統一する「ドイッ統一条

約」を閣議決定し，正式調印した，

　1990年9月12日，東西両独と米英仏ソの対独戦勝国による2プラス4外相

会議（六ヵ国外相会議）は，ドイッ統一の国際的枠組を取り決めたrドイツ間

題の最終解決に関する条約」に調印した．

　1990年9月20日，両独議会は，rドイッ統一条約」を批准した・

　1990年10月3日，統一ドイッが発足した．

　1990年12月2日，統一ドイッ連邦議会総選挙が行われた，

　1991年1月17日，新連邦議会が招集され，翌18日新政府が発足した・

8）統一ドイッのNATO帰属問題一一西独連邦軍，西独駐留NATO軍，東独

国家人民軍，東独駐留ソ連軍をドイッ統一後どのように扱うかという問題一

をめぐる最近の動きは，ほぽ次のとおりである．この問題については，西独・

東独両政府ともNATO帰属を基本政策として打ち出し，東欧諸国もこれを支

持してきたが，ソ連はこれに強く反対し，統一ドイツの中立化，非同盟化，

NATOとWTOへの二重加盟化などを主張してきた．

　1990年5月3日，NATO臨時外相会議は，統一ドイツのNATO残留を公
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式方針とすることで合意した（1990年5月4日付け朝日新聞），

　1990年5月17日，米西独首脳会談は，統一ドイツをNATOの正式加盟国

とする方針を確認し，NATOの政治同盟への移行を進めることで一致した

（1990年5月18日付け日本経済新聞）．

　1990年5月22－23日，NATO国防相会議は，東欧情勢の激変により欧州

の軍事的危険は大きく低下しているとの認識に立って，1977年以来の国別軍

事費年3％増という目標を放棄することで合意した（1990年5月23日付け日

本経済新聞，同5月24日付け朝日新聞），

　1990年5月31－6月3日，ブッシュ，ゴルパチョフ両大統領は，米ソ首脳

会談後の共同記者会見で，ドイッ統一問題については，両国の意見に相違点が

残ったが，両独と戦勝4ヵ国のr2プラス4」会議を含め，対話を継続させる

ことを確認するとともに，最終的な決定はドイッ自身が行うぺきだという点で

は意見の一致をみた（1990年6月4日付け日本経済新聞，朝日新聞）．

　1990年6月7日，ワルシャワ条約機構（WTO）首脳会議は，WTOを抜本

的に改革し，軍事同盟から政治組織に移行するという趣旨を盛り込んだ共同宣

言に調印した（1990年6月8日付け朝日新聞，日本経済新聞）．

　1990年6月7－8日，NATO外相会議は，WTO首脳会議が軍事同盟からの

脱却を宣言したことをr建設的な協調への準備」であるとして歓迎する特別声

明を発表した（1990年6月9日付け朝日新聞）。

　1990年7月5－6日，NATO首脳会議は，対立を続けてきたWTOとの関

係を一新し，政治的役割の強化を謳ったr・ンドン宣言」を採択した．宣言は

①ソ連・東欧諸国との相互不可侵宣言を提案②戦術核の使用を最後の手段と位

置づけるなど核戦略を修正③ゴルバチョフソ連大統領ら東側首脳のNATO本

部招請を柱に，一層の軍縮を展望する歴史的内容になっている（1990年7月7

日付け日本経済新聞，朝日新聞）．

　　①欧州の安全保障のため新たな東西関係の構築を目指し，政治的役割を拡

　　　大する

　　②WTOに対し，武力行使を抑え領域を侵さないと約束する相互不可侵宜

　　　言を提起する

　　③ゴルバチ日フ・ソ連大統領をNATO本部に招請する

　　④WTOの各国首脳をNATO本部に受け入れる
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　　⑤全欧安保協力会議（CSCE）の役割を強化するため，常設の事務局を設

　　置するとともに，首脳・閣僚会議の定期開催に取り組む

　　⑥周辺国の脅威を減らすため，統一ドイッの兵力規模についても検討する

　　⑦NATO戦略の基本である柔軟反応戦略を修正し，戦術核などの使用を

　　　r最後の手段」と位置づける

　　⑧ソ連が東欧から核砲弾を撤去することを前提条件として，欧州配備の米

　　　軍の核砲弾を撤去する

　　⑨欧州通常戦力交渉（CFE）に合意したあと，兵力削減の追加措置につい

　　　て交渉に入る

　1990年7月16日，ゴルバチョフソ連大統領は，独ソ首脳会談後の合同記者

会見で，統一ドイッのNATOへの帰属を受け入れる意向を表明した。独ソ首

脳の共同声明は次のとおりである（1990年7月17日付け日本経済新聞，同7

月18日付け朝日新聞）。

　　①統一ドイッは東西両独とベルリンを含む

　　②統一実現とともに戦勝4大国のドイッに対する責任と権限は解消される

　　③統一ドイッは自らの制限のない主権のもとで・どちらの軍事機構に属す

　　　るのかを自由に決定できる

　　④統一ドイッは東独駐留ソ連軍の3，4年内の撤退実現のため・2国間条

　　　約をソ連と締結する

　　⑤ソ連軍が東独領域に残留する間，NATOはこの地域に進出しない

　　⑥東独領域にソ連軍が残留する間，西側3ヵ国（米，英，仏）軍はベルリ

　　　ンにとどまることができる

　　⑦西独はウィーンでの欧州通常戦力交渉（CFE）の場で・統一ドイッ軍の

　　　上限を3，4年内に37万人まで削減するよう提案する用意がある，削減

　　　はCFE条約が発効したのち始まる

　　⑧統一ドイッは核兵器，化学・生物兵器の生産，保有（権）を放棄し，核

　　　不拡散条約に加わる

9）EEAづくりをめぐる最近の動きは，ほぽ次のとおりである・

　1989年3月20日，EC・EFTA閣僚会議は，EEAの実現に向けて協力を深

めていくことを確認した（19S9年3月21日付け日本経済新聞）・

　1989年11月27日，EC外相理事会は，EEAの創設に向けて・1990年から
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　闇正式な交渉に入ることで基本合意した（1989年11丹28日付け日本経済新聞）．

　　1989年12月19日，EC・EFTA閣僚会議は，EEAの創設を目ざして

　1990年初めから本格交渉を開始することで合意した（1989年12月20日付け

　朝日新聞，日本経済新聞），

　　1990年4月3日・EFTA対外貿易担当会議は，EEA構想を実現するため，

　5月からECと公式協議に入る方針を決めた（1990年4月14日付け日本経済

　新聞）．・

　　1990年6月14日，EFTA首脳会議は，EEA創設に向けての基本方針を盛

　り込んだ共同宣言を採択した・この中で，年内にEC側とEEA創設ぞ基本

　合意し，EC市揚統合と同じ1993年1月1日のスタートを目ざすことを『正式

　に確認した（1990年6月15日付け朝日新聞）．

　　1990年10月23日，EFTA非公式閣僚会議は，EEA創設条約について協議

　し・ECに対して1993年1月1日から，EEA条約を発効させるよう求めるメ

　ッセージを採択した（199Q年10月25日付け朝日新聞），

10）東西両ドイッの統一が急進展する中で，中欧でも，地域の統合や協力を目

　ざす動きが見られる。①チェコス・バキア，ポーランドによる二ヵ国連邦化構

　想②チェコス・バキア，ポーランド，ハンガリーによる三ヵ国連邦化構想③イ

　タリア，オーストリア・チェコスロバキア，ハンガリー，ユーゴスラピアによ

　るドナウ・アドリア経済圏構想などがそうである．

　　これらの構想のうち・最も着実に動いているのは，ドナウ・アドリア経済圏

　構想である，イタリアを始めとして歴史的，文化的につながりの深いこれら五

　ヵ国は，1990年8月1日，中欧五ヵ国首脳会議を開き，経済関係を中心に地域

協力を強化することで合意した，とはいえ，機構化の道は採らず，rより広い

　欧州統合の動きの一部」として，将来は発展解消するとゐ認識で一致した

　（1990年3月10日，8月2日付け日本経済新聞，同8月2日付け朝日新聞）．

　また，チェコス・バキア，ポーランド，ハンガリーは，欧州統合への参加で

　共同歩調を採ることで合意した（1990年10月18日付け日本経済新聞）．

11）　ド・一ルEC委員長のr欧州同心円」構想がいつごろ唱えられたかは定か

　ではない・その構想が具体化したのは11989年12月8－9日のEC首脳会議

で，同会議はr12月19日の閣僚理事会でEFTAとの交渉開始を決めること

　を希望する．．この交渉はECとEFTAが来年中に両組織加盟18ヵ国による

　　　　　　　　　　　　　65



　　　　　　　　　　一橋大学研究年報　商学研究　31

EEAの枠組みで協力を強化するための包括的合意を目的としている」（1989

年12月10日付け朝日新聞）という主旨の共同声明が発表された頃であったと

　思われる．

12）ECは，1988年9月26日，ハンガリーと，1989年9月19日，ポーランド

　と，1989年12月18日，ソ連と，1990年5月7日，チェコスロバキアと，そ

　して1990年5月8日，東ドイツおよぴブルガリアと，5年または10年の経済

　貿易協力協定をそれぞれ締結した・ECは・東欧諸国のうち，ルーマニアとは

　いまだ同協定を締結していない．

　　協定の内容はほぼ同じで，ECが1994年末頃までにこれらの国々の製品に

　対する輸入数量規制を段階的に廃止するとともに，合同委員会を設置して，農

　業，科学技術エネルギー，金融などの各分野で協力することになっている。

13）　1990年4月21日のEC臨時外相会議において・政治・経済改革の進む東

　欧諸国との関係を一段と強化する準加盟協定（連合協定）を締結する案がEC

　委員会から提出され，合意された・その合意内容は次のとおりである（1990年

　4月23日付け朝日新聞）・

　　　1．ECが現在東欧各国と締結または締結交渉中の経済貿易協力協定を一歩

　　　　進め，各国と個別にいわゆる準加盟協定（連合協定）を結ぶ・

　　　1．準加盟協定は経済協力のほか，政治対話の促進，財政支援，文化交流を

　　　　含む．

　　　1．経済面では当面，相互の貿易自由化を目標とし，東欧各国の経済がEC

　　　　水準に達すれば，人，サーピス，資本の自由化も検討する，

　　　1．準加盟の条件は①法治主義②人権尊重③複数政党制導入④自由公正選挙

　　　　⑤市揚経済導入による経済の自由化とする，

　　　1，この支援構想からソ連は除外するが，政治的理由ではなく，ソ連経済の

　　　　規模の大きさが別個の配慮を必要とするためである・

　　以上のような準加盟協定をECが東欧諸国と締結する案は・1990年4月28

　日のEC臨時首脳会議においても承認された，同協定の対象，内容およぴ条

　件は次のとおりである（1990年4月29日付け朝日新聞，日本経済新聞）・

　　　　対象　ポーランド，ハンガリー，チェコスロバキア，ブルガリア，ルー

　　　　　　　マニア，ユーゴスラビア

　　　　内容　相互の貿易自由化から将来，単一市揚へ，連合評議会などを設け
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　　　　　　　て政治対話を促進，財政支援，技術援助，文化協力など

　　　　条件　法治主義・人権尊重・複数政党制の導入，自由公正選挙の実施，

　　　　　　　市揚経済への移行

　　これを受けてEC委員会は，1990年8月1日，民主化の進んだ上記の東欧

　諸国と1991年からr欧州協定」（これはEC委員会が準加盟協定をそう名付

　けたもの）の締結交渉に入る方針を決めた（1990年8月2日付け日本経済新

　聞）．

14）1990年4月28日，EC首脳会議は，ドイツ統一をにらんで，3段階で東

　独をECに編入する内容の報告rECとドイッ統一」を承認した．これによ

　り，東欧圏だった国が初めてEC市場に組み込まれることになった．東独の

　EC編入は，次の手順によって進められる（1990年4月29日付け日本経済新

　聞）．

　　　　第一段階　　調整期聞

　　　　　　　　　　　両独の通貨統合から正式統一まで．

　　　　　　　　　　　税制など東欧の経済社会を順次，EC型に改革する．

　　　　第二段階　　移行期間

　　　　　　　　　　　両独の正式統一後，一定期間，農業，環境などEC規

　　　　　　　　　　　制の適用を一部除外する．

　　　第三段階　　正式編入

15）　ミッテラン仏大統領は，1989年12月31日，新年のメッセージの中でr欧

　州連邦」構想を発表した．この構想は，ゆるやかな国家連合を目ざすもので，

　東欧各国が複数政党制，自由選挙の実施，代議制，情報の自由を満たした完全

　な民主化を達成することが，その前提とされている（1990年1月3日付け朝日

新聞，同1月24日付け日本経済新聞）．

16）　r欧州共通の家」構想は，ゴルバチョフソ連大統領（当時，最高会議議長）

が，1987年4月10日，チェコス・バキアを訪問した際，欧州の新しい政治秩

序として打ち出したものである．ゴルバチョフ大統領は，大西洋からウラルま

　でのすべての欧州の国が，政治的，経済的，軍事的な分断を乗り越えて，対等

　の立揚でr共通の家」という一っの共同体をつくろうと呼ぴ掛け（1990年5月

6日付け朝日新聞），こう語った．

　r現在の情勢には一つの顕著な特徴がある・東西の国々の間の政治的交流の
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　前進とは逆に1経済協力が立ち遅れていることだ．歴史には，様々な国が接近

　していく道が，経済関係によって切り開かれ，政治はその通商によって開拓さ

　れた道を後から歩むという実例がたくさんある．もし，欧州大陸のすぺての国

　の間，そこにある経済グループの間の交流が官由に発展するなら・欧州はほん

　とうに『共通の家』になると考える」（1988年10月23日付け朝日新聞）と・

　　この構想の背景‘亡は，rヨーロッパが長く続いた冷戦に別れを告げ・対話・

　協九相互信頼・依存を軸に全欧州が新しい『共同体』を作るときに来ている，

　との思いがある」（1989年7月7日付け朝日新聞）。

17）東西冷戦の終結や統一ドイツの誕生によって，CSCEには・これまでの

　NATOやWTOに代る安全保障体制の枠組みとしての役割を求める主張が・

　東西欧州の双方から商まっている・具体的には・①CSCE機能を強化・充実す

　るため常設事務局を設け，定期的な首脳，外相会議を開く②紛争防止センター

　を設置して，地域紛争発生の際の協議や処理にあたる③欧州会議を改編するな

　どの形でCSCEの議会組織をつくる④加盟国の自由選挙の監視機関を創設す

　’、るなどが提案されている．

　　しかし，CSCEをどのような役割・機能を持った機構にするかについては，

　各国の思惑は異なっ・ている．例えぱ，米国は・CSCEをNATOに代る安全保

　障機構ではなく，NATOの存続・強化の補完とみなし，CSCEに安全保障機

　能を持たせることには反対している・これに対してソ連は，軍事同盟としての

　機能を停止じたWTOに代る安全保障機構としてCSCEの強化を主張してい

　る．一方，イタリァは，軍事調整機構としての西欧同盟（WEU）をECに吸

　収し，ECに軍事機能を持たせることを提案し，さらにベルギーも，WEU

　を欧州政治協力（EPC）と合体させ，ECの正規の機関として位置づけるこ

　　とを提唱している．イタリアやベルギーの提案は，これまで経済面を中心とし

・　てきたECに，欧州の外交・安全保障の中心的役割を与えることを狙ったも

　　のといわれる．

　　　このように欧州の安全保障体制をめぐっては，NATOの推進派（米国・英

　　国）r　ECの政治統合推進派（フランス，ドイッ，イタリァなど），一CSCEPの推

　進派てソ連）が三っ巴の形で対立じているが∋前二者もCSCEの強化に’は賛

　　成している（1990年9月26日，27日，10月1日・3日・7日・12日、付け朝日

（　新聞）。，
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18）大欧州統合に関しては，次の文献を参照されたい．

　早房長治『〔欧州合衆国〕ができる日』徳間書店，1990年．

3EC統合に背を向ける英国

　すでに述べたように，ECは，東欧・ソ連における改革の進展，東西両

ドイッの統一の急展開を契機に，市場統合，経済・通貨統合および政治統

合を1992年末に同時に実現するという新戦略を打ち出した．しかし，社

会・労働憲章を含めて，EC委員会の推進するこれらの経済・社会・政治

統合構想に対し七は，英国が1988年の夏以来，基本的に反対の態度を表

明している・だが，これらの統合の最重要部分に関しては，EC、の憲法に

当る・一マ条約の改正が必要となり，英国を含む加盟12ヵ国の全会r致

が不可欠とされるので，その実現は楽観を許さない情勢にあるといえ．よう．

　では，加盟12ヵ国のうち，なぜ英国のみが反対するのであろうか．こ

れを明らかにするためには，ECと英国をめぐる過去の経緯を振り返って

おく必要がある．

　第二次大戦後の1946年9月，欧州が巨大な米ソの谷間に追い落された

現実を憂えて，かつての欧州の栄光を取り戻すために，欧州統合の口火を

切ったのは，なんとチャーチル英首相（当時）であった．チャーチルは，

アメリカ合衆国をモデルにした欧州合衆国づくりを提唱したのである．

　欧州統合論者には，チャーチルのほか，モネ，シューマン，アデナウア

ー等がいたが，モネとシューマンの合作rシューマン・プラン」は，1953

年2月・欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）として実を結ぶことになる．しか

し，英国はこれに加盟しなかった，このプランの超国家的性格が，国家主

権を制約するのを恐れたからである．

　英国は同じ理由から，その後の欧州経済共同体（EEC），欧州原子共同

体（EURATOM）の創設にも背を向けた．1967年7月，これ’ら三共同体
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の諸機関が統合されて，今日の欧州共同体（EC）が生誕をみたわけであ

る．

英国は，ECの中核をなすEECの創設に背を向けるどころか，EEC

の創設をあくまでも阻止しようとさえ試みた・しかし・欧州自由貿易連合

（EFTA）の設立によるEEC阻止の試みは・失敗した・EEC加盟6ヵ国

の結束力が強かったからである．EFTAが英国の提唱で1960年5月に発

足してから，わずか1年3ヵ月後の1961年8月，英国はEEC加盟を申

請した．

　その理由は，域内の自由貿易のみを目ざすEFTAに比ぺて・共同市場

を目ざしたEECの発展が遥かに大きかったこと，英国経済が停滞して

いたこと，東西冷戦が深まる中にあって，西側の結束が叫ばれたこと等で

ある．しかし，1回目の加盟申請（マクミラン保守党政権）は，ドゴール

仏大統領（当時）の強い反対のため却下された・ドゴーノレは，英国の背後

にいる米国の影響力がEECに及ぶのを恐れたからである。1967年5月

の2回目の加盟申請（ウィルソン労働党政権）も，ドゴールの反対によっ

て拒否された．英国は，農業問題とポンド問題を抱えていたからだ・

　その英国にも加盟の機会がめぐってきた・一つには・1969年4月・ドゴ

ール大統領が失脚し，ポンピドーが大統領に就任したからである・いま一

つには，同年12月のハーグ首脳会議において，EC拡大（EEC拡大では

ない！）が決定され，英国（ヒース保守党政権）など4ヵ国との加盟交渉

がEC側から働きかけられたからである。こうして1973年1月，英国の

EC加盟が実現した。

　ECは，さきのハーグ首脳会議で，国際組織史上初のr固有財源」制度

を導入した．それは，農業課徴金，関税収入，付加価値税収入を財源とす

るものだが，これが実現されたのは1979年以降で，それまでは農業課徴

金，関税収入，加盟国分担拠出金で賄っていた（1988年2月のブリュッセ
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ル首脳会議で，GNPの1・2％を第四次財源とすることが決定された）．

　EC予算は・英国の加盟前から歳入面では各国の拠出額が不合理であり，

また，歳出面では農業支出への偏りが大きいという問題を抱えていた．旧

植民地との貿易にカを入れ，貿易国家として栄えながら，長期にわたって

経済が停滞し，余剰農産物の問題がほとんどない英国にとって，EC加盟

は明らかに不利だった．西ドイッに次いで，負担額が受益額より多い英国

は，この点が不満だった．1979年5月にサッチャー政権が登揚して以来，

英国はEC脱退を灰かしながら，EC予算面での不利の是正を強く求めた．

　さらに，さきのハーグ首脳会議では，ECを単なる共同市揚から経済・

通貨同盟へ脱皮させることも決定されていた．その第一歩として，シュミ

ット西独首相（当時）の提案により，1979年3月，欧州通貨制度（EMS）

が発足した。しかし，英国だけはこれに加盟しなかった（正確にいえぱ，

ERM〔為替相場メカニズム〕へは参加しなかった）．それによって国家主

権が制約されるのを恐れたからである、1989年6月，サッチャー英首相は，

英国のインフレ率低下等を条件に，ポンドのERM：参加を認めたが，EMS

全面加盟の時期については明言しなかった．さしも辣腕のサッチャー首相

も，統一ドィッの実現，早期加盟を叫ぶ国内世論などに抗し切れず，1990

年10月8日からEMSに全面加盟することを決断した．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ　ECと英国をめぐる以上のような経緯は，サッチャー対ド・一ル論争に

凝縮されているように思われる。それは統合EC市揚の将来像に関わる

論争であり，EC市揚統合後のECを動かすものは誰かが争点になってい

る・ド・一ルEC委員長が，加盟12ヵ国は，ECを一種の中央政府とし

た一つの国家に近いものになるべきだと主張したのに対し，サッチャー英

首相は，国家主権を放棄したr国境のない欧州」なんぞ英国はごめんだと

主張している・このサッチャー首相の見解は，EC市揚の統合に始まる一

連の経済・社会・政治統合に対する態度表明に当って，一貫しており，英
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　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
国の従来がらの基本姿勢であるといえよう，

　1）EC市揚統合の意義は二つある・一つは，3億2，000万人もの人口を抱え一る

　単一市場が出現することである．もう一つは，加盟12ヵ国が国家主権の一部を，

　歴史上初めて話し合いによって，EC，という個々の国家を超えた存在に委譲す

｝　ることである．いうまでもなく，EC市場統合のより大きな意義は，後者に置

　　かれでいる．ところが，この後者にいう国家主権の一部委譲をめぐって，欧州

　合衆国論争が，サッチャー英首相とド・一ルEC委員長らとの間で繰り広げ

　　られた．それは統合EC，市揚の将来像に関わる論争で．あり，EC市場統合後

　　のECを動かすものは誰かが争点になった．

　　論争のきっかけになったのは，198＄年7月にド・一ル委員長が欧州議会で

　　行った演説である．r10年後には，経済と，そして多分財政や社会関係の新立

　　淫の80％は，各国議会ではなくECでつくられるだろう」（1988年10月5日

　・付け朝日新聞）と．つまり加盟12ヵ国は，ECを一種の中央政府とした一っ

　　の国家に近いものになるぺきだ，と同委員長は主張した（1988年．10月8日付

　　け朝日新聞）、ベルギーのマルテンス首相もf現在進めている貿易障壁除去に．

　　は，経済，政治面であ協力が欠かせず，それは必然的に一種の連邦制につなが

　　る」と述ぺた（1988年10月5日付け朝日新聞）．

　　　その3週間後，サッチャー首相が英BBC放送とのインタビューで，r全く

　　ぱかばかしい話．いわゆる欧州合衆国の推進者の言っていることなど，私の生

　　きている間には決して実現しない」とかみついた，ついで9月20日，ペルギ

　　ーのヨー・ッパ大学で，同首相はr私に欧州統合の話をさせるのは・ジンギス

　　カンに平和共存の話をさせるようなものだ」と演説した，そしてさらに，r欧

　　州が強力なのは，フランスがフランスとして，スペインがスペインとして，そ

　　れぞれ自分の習慣，伝統を守っているからだ」（1988年10月5日付け朝日新

　　聞）と．つまり国家主権を放棄した“国境なきヨーロッパ”なんぞ英国はごめ

　　んだ，と同首相は述ぺた（1988年10月8日付け朝日新聞）・・一ソン英蔵相

　　（当時）もr市場統合はあくまでも経済的な議論・統一通貨や政治統合などを

　　議論するのは全くナンセンスだ」と述べた（1988年10月21日付け日本経済

　　新聞）．

一　・このサッチャー対ド・一ル論争は，第二次大戦後の復興にあたって，欧州は

　　欧州合衆国を目ざすのか（連邦主義），それとも欧州は個別の主権国家の協九
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r体制でいくのか（連合主義）という40数年前の路線問題をめぐる論争の再燃

であるといわれ七いる．

　サッチャー首相がEC委員会の市揚統合に関する基本政策に対する批判を

強めたのは，・欧州政府，欧州中央銀行，通貨統合など，共同市場創設の次段階

の政策にまで欧州各国政府やECの論議が進んでいたことが背景にあった．

同首相は，選挙で選ぱれたわけではないECの官僚機構が肥大化して，各国

の政策に介入してくることを最も嫌っていたのである（1988年9月30日付け

　日本経済新聞）．

　とはいえ，r中央集権化した欧州政府構想は悪夢だ」などと息巻いたサッチ

ャー首相のEC批判は，英国内で反発も呼んだ．野党から「サッチャリズム

の欧州への輸出はできない」r欧州中央銀行や通貨統合は，市揚統合の避けら

れない論理的帰結だ」と首相批判が出た（1988年9月30日付け日本経済新聞）．

　しかし，同首相は，一r議論は二つの欧州のどちらを選択するかだ，企業にと

ってよゆ広い自由に基づいた欧州か，それとも中央集権と規制に基づいた社会

主義的手段による欧州か」と畳み掛け，企業家の意欲を最大限に発揮させる自

由主義経済を，欧州全体に押し広げなければならないと強調した．のみならず，

同首相は，ECの官僚主導型市場統合路線をr社会主義」と断定し，これにあ

くまでも抵抗していく姿勢を示した（1988年10月16日付け日本経済新聞，

同10月25日付け朝日新聞）．

　こうしたサッチャー首相の言動，思惑をよそに，欧州大陸諸国の間では，統

合を視野に入れた協力強化の動きが着々と進み，英国では，EC支持派の欧州

主義者の不安が高まっていった，例えぱ，英国がEC加盟を果した1973年当

時，首相の座にあったヒースは，r他のEC加盟国は英国が一緒であろうと

なかろうと，前に進もうとしている・統合欧州の中にこそ英国の未来がある」

と警告した（1988年10月30日付け朝日新聞）．

　ド・一ルEC委員長は10月26日，ストラスブールの欧州議会で，rわれわ

れはこれ以上，欧州の将来に関する観念的な衝突を望まない」と述ぺ，いまは

観念的な論争よりも市揚統合に向けて一歩一歩，各国の協力を促進するのが大

切だ，と強調した．さらに同委員長は，r欧州の基本は多様性の尊重」にあり，

r人ぴとは将来とも自国に誇りを持つことができる．また，同時に欧州人であ

る」と述ぺた（1988年10月27日付け日本経済新聞）．
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　これは余談だが，バークレイズ銀行（英国）のジョン・クイントン会長と日

経ピジネス編集長との次の問答は，まことに興味深い（日経ビジネス・1988

年12月19日号，20ぺ一ジ）・

　　間；サッチャー首相の発言などをみると英国は欧州から一歩身を置いてい

　　るようですが．

　　答＝新聞の見出しではなく，サッチャー首相の演説を詳しく読めぱ，彼女

　　が単一EC市場への加入を望んでいることは疑いの余地がありません・

　　彼女はマスコミで言われているよりもはるかにヨーロッパ的な人なのです．

　　彼女はこれまでに一部のEC委員が推進している統制色や管理的色彩の

　　濃い社会主義的な政策を排除することに成功しましたが・なぜ彼女がそう

　　した政策の排除に固執したかと言えぱ，再ぴ英国にそうした政策が持ち込

　　まれる事態を避けたいと考えているからです・

2）ECと英国をめぐる過去の経緯にっいては，次の文献を参照されたい・

　日本経済新聞社『ECの知識（新版）』日本経済新聞社，1988年・

“

）

4

4EC市場統合への日本企業の対応

　欧州では，ECを核として，EC域内の市揚統合から経済・社会・政治

統合に向けての動きと，これら一連のEC統合から大欧州統合に向けて

の動きとが，同時に力強く進行しているといってよいであろう・これらの

新しい動きに対して日本企業がどのような戦略を展開しつつあるかの全容

をくまなく明らかにすることは，筆者には荷が勝ちすぎる課題だといわざ

るを得ない．そこで，本稿では，EC域内の市揚統合に的を絞り，日本企

業がEC市場統合に向けてどのような対応を行っているかを取りあげる

ことにしたい．だが，ピジネスとしてEC市揚統合に関心を寄せる日本

企業にも，統合EC市揚はマーケットとしての魅力がないため，ECへは

進出しないと決めた企業，EC市揚統合の将来像が不透明なため，それが

鮮明になるまではECへの進出を見合せようとする企業，市揚統合後の
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EC進出は難しくなると予想されるため，統合前にECへの進出を果たし

ておこうとする企業，ECへすでに進出し，EC市揚統合への対応を着々

と進めつつある企業など，さまざまあるので，ここでは，最近行われた実

態調査（東洋経済新報社調査，日本貿易振興会調査，経済団体連合会調査

および日本経済新聞社調査）に基づいて，この問題に迫ることにしよう．

1）　東洋経済新報社調査

　本調査は，日系海外現地法人の動向を調査したものである．その調査結

果（1989年7月1日実施，全世界の日系現地法人を対象）によれば，1989

年7月1日現在，海外進出の日系企業数は，全世界で11，484社に達する。

地域別でみると，アジア4，299社，北米3，286社，欧州2，173社であり，

この3地域で85・0％を占める。国別では，米国の2，995社が最多で，以下，

香港751社，台湾686社，シンガポール658社，タイ639社とアジアが占

め，さらに英国620社，ドイッ鱈O社が続く．また，1988年1月以降の

新規進出数は2，188社で，このうち米国640社，タイ223社，英国147社

がベスト3を占める．

　ECに目を転じよう。第1に，EC進出の日系企業数を国別・年次別で

みると（表6参照），EC進出数は欧州進出数の90．0％を占め，とくに1984

年以降，増え続けている．EC進出の多い国は，英国，ドィッ，オランダ，

フランスであり，これら4ヵ国でEC全体の774％に及んでいる．しか

し，日系企業の進出は，とくに1988年以降，これら4ヵ国のほか，アイ

ルランド，ベルギー，スペイン，イタリアにも広がっている．

　第2に・EC進出の日系企業数を業種別・国別でみると（表7参照），

EC進出の多い業種は，商業，製造業，金融・銀行業であり，これら3業

種でEC全体の77・6％に達している．商業では，電気機器，機械，精密機

器，化学製品等の販売がとくに多い．製造業では，電気機器，機械，化学
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がとくに多く，これら3業種で製造業全体の60・4％を占めている。また，

商業，製造業はドイッ，英国，フランスに，金融・銀行業は英国，オラン

ダに，証券・投資業は英国，ルクセンブルクに，サービス業は英国に集中

している．さらに製造業について進出先国として人気の高い国をみると，

食料品ではフランス，繊維・衣服ではイタリァ，フランス，化学ではドイ

ッ，英国，フランス，石油・石炭では英国，機械，電気機器，精密機器で

はドイッ，英国，輸送用機器ではスペイン，自動車・部品では英国，スペ

インが挙げられる．・

　第3に，日系企業の投資目的をみると（表8参照），「現地，第三国への

販路拡大」およびr情報収集」が主な投資目的になっている・これらは，

英国，オランダ，ベルギー，フランス，ドイッ，イタリアでも主な投資目

的とされている．しかし，アイルランド，ポルトガル，スペインでは，

r現地，第三国への販路拡大」およぴr現地政府の保護政策上有利」が，

またルクセンブルクでは，rロイヤリティ」一が重視されている・

2）　日本貿易振興会調査

　本調査は，日系欧州現地法人（製造業）の経営実態を調査したものであ

る，その調査結果（1989年9月一1990年1月実施EC・EFTA18ヵ国

の日系現地法人529社を対象，回答企業270社，回収率51・0％）によれば，

1990年1月末現在，欧州進出の日系企業数は，：EC・EFTAで529社に達

する．地域別でみると，EC501社，，EFTA28社であり，ECが94・7％を

占める，国別では，英国の132社が最多で，以下，フランス95社，ドイ

ッ89社，スペイン55社が続く．また，1988年1月以降の新規進、出数は

127社で，このうち英国43社，フランス17社，ドイッ16社，スペイン

13社がベスト4を占める。

　ECに目を向けよう．第1に，EC進出の日・系企業数を業種別・国別で
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みると（表9参照），電子・電機・同部品，化学，一般機械，輸送機械・

同部品がとくに多く，これら4業種で製造業全体の63・1％を占めている．

食料品はフランスに，化学は英国，．フランス，スペイン．，オランダ，ドイ

ッに，金属製品は英国に，一般機械は英国，・ドイッ，フランズに，電子・

電機・同部品は英国，ドイッに，輸送機械・同部品は英国に，精密機械は

ドイッに集中している．

　第2に，日系企業の進出動機をみると（表10参照），進出動機は多様化

しているが，「グローバル化戦略の一環」「輸出から現地生産への転換」お

よぴr消費者二一ズヘの対応」が主な進出動機になっている．しかし，

1987年を境にしてrEC市場統合による保護主義化の懸念」r税制面など

での投資優遇措置」およびr在欧日系メーカーヘの原材料・部品供給」を

進出動機とする企業が増えている．

　第3に，日系企業の進出先国の決定理由をみると（表11参照），r物流

の条件が地理的に良い」「英語を話す管理職が採用できる」「インフラスト

，ラクチャーが整備されている」およびr労働者の質が他と比ぺて良い」が

主な決定理由になっている．国別でみると，英国についてはr英語を話す

管理職が採用できる」r物流の条件が地理的に良い」rインフラストラクチ

ャーが整備されている」等が，ドイッについてはrインフラストラクチャ

ーが整備されている」「国内市揚規模が大きい」「交通網が整備されてい

る」等が，オランダ，ベルギーについてはr物流の条件が地理的に良い」

r英語を話す管理職が採用できる」が，フランスについてはr物流の条件

が地理的に良い」が，またスペイン，ポ・ルトガルについてはr労働コスト

が安い」が主な決定理由とされている．

　第4に，EC市揚統合による日系企業への影響をみると（表12参照），

まず予想される影響としては，r商機の拡大」r物流パターンの変化」r税

関手続きの簡素化」r安全・衛生．・環境基準の規格統一」等のズラ，スの影
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響要因と，「相互主義」「保護主義」「EC企業の活力」「欧米企業との競争

激化」r日本企業との競争激化」等のマイナスの影響要因とが，相半ぱし

て挙げられている．目下のところ，これらの予想される影響に比ぺて，日

系企業が受けている影響は小さいが，r物流パターンの変化」に伴うEC

市揚でのr商機の拡大」は，日系企業に対し，すでにr欧米企業との競争

激化」をもたらしつつある．

　第5に，日系企業のEC市場統合への対応策をみると（表13参照），

日系企業は，「現地部品調達率の引き上げ，現地人材の登用等による欧州

企業化」，生産・販売・資金調達・技術開発を一元的に統括するr欧州地

域統括会社の設立」「派遣駐在員の充実」による経営の現地化，現地の二

一ズに合った設計・デザイン・製品開発を行うrデザインセンター・

R＆D拠点の設置」による研究開発の現地化を推し進め，それによって

r欧州内生産シェアの向上」を図ろうとしている．

　そこで，これら生産・経営・研究開発の現地化の状況をみてみよう。ま

ず，親企業から通常の業務（労働者の雇用，勤務体制の変更，賃金の決定，

管理職の採用，原材料の調達など）の遂行に必要な権限を委譲された日系

企業は非常に多く（234社中213社），現地の自主性はかなり進んでいる．

しかし，役員の任免，資本金の変更，利益の処分，投融資の決定などの権

限までも委譲された口系企業はきわめて少ない。現地部品調達率は，とく

に電子・電機，精密機械などの加工組立分野では，現地部品メーカーの質

の向上や非欧州部品メーカーの欧州進出によって向上している（43・6％→

56・5％）．現地下請メーカーをもつ日系企業も増えている（213社中111

社）．だが，納期，品質，価格に関しては，日系企業の不満が多い（不満

足と答えた75社中，納期の不満は59社，品質のそれは55社，価格のそ

れは46社）．つぎに現地人の登用は，全製造分野で進んでいる（240社中

168社）．だが，現地人の役員就任率は，1社当り27・6％にすぎず，現地
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人の経営参加はまだ進んでいない。欧州地域統括会社は，検討中のものを

含めて，着々と設立されている（223社中99社）．職務能力，業務知識・

経験，語学力，健康，適応性などを求められる欧州派遣駐在員の育成も，

徐々に進められている（223社中63社）．さらに，デザインセンター・

R＆D拠点は，73ヵ所に設置されている．基礎研究・製品開発・設計・

デザィンをrすぺて本社で一元化する」企業は少なく（227社中41社），

「設計・デザインの一部は現地に任せる」企業や，デザインセンター・

R＆D「拠点を国際的に設置する」企業が多い（いずれも227社中93社）．

なぜなら，r現地で生産する製品は現地二一ズに合わせ」r現地動向をいち

早くつかみ，技術競争激化に対応し」r外国人研究者を雇用し，着想，考

え方において研究開発の幅を広げる」等の必要があるからである．

3）　経済団体連合会調査

　本調査は，日本の大企業925社（金融業187社，非金融業738社）から

構成される経団連が，会員企業のEC市場統合への関心，対応等を調査

したものである．その調査結果（1989年9月実施，経団連会員企業を対

象，回答企業451社，回収率48・8％）をみてみよう．

　第1に，EC市揚統合に対する会員企業の関心をみると（表14参照），

関心は高く，「強い関心」または「一般的関心」をもって情報収集を行っ

ている企業が78・9％を占めている．関心の内容をみると，物理的障壁に

っいては，通関手続きの簡素化，残存輸入制限の廃止に，技術的障壁にっ

いては，工業規格・安全基準の統一・認証，資本移動の自由化，法人税制

の調和，金融・証券に関する法制の調和などに，財政的障壁については，

付加価値税制の接近に対する関心がとくに高い．また，ECの共通政策に

ついては，非金融業は共通自動車政策，社会・労働憲章，金融業は第2次

銀行指令案，証券・保険業務に関する共通政策に対して，強い関心をもっ
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ている．

　第2に，EC市場統合の自社への影響をみると（表15参照），「何がし

かの好影響を受ける」「商機が拡大する」とみる企業よりも，rピジネスは

難しくなる」「ビジネスはやりにくくなる」「EC企業との競争が激化す

る」r日系企業との競争が激化する」とみる企業の方がやや多い・

　第3に，EC市揚統合への対応の状況をみると（表16参照），r対応は

ひとまず済んだ」企業が少しはあるが，大部分の企業はr対応を模索中ゴ

またはr対応策をとりつつあるが，まだ不十分」の状況にある。具体的な

対応策としては（表17参照），現地拠点の拡充・新設を始め，5現地企業と

の合弁，現地企業のM＆A，現地企業との技術・販売提携，欧州統括会

社の設置，現地でのR＆D体制の整備，本社や現地での対策本部の設置

などが講じられている．とりわけ多いのは，現地拠点の拡充・新設である。

EC市揚全域を視野に入れた企業，EC市場のみならず，EFTA市揚や東

欧市場をも視野に入れた企業，拠点国の市揚に重点を置いた企業などがあ

り，拡充・新設の狙いは企業によってまちまちである・だが，現地拠点の

拡充・新設に当っては，人材確保の難しさ，現地部品の入手難，言語，・

一カル・コンテント要求，経営スタイル（日本的経営が理解されにくいな

ど）に悩む企業が多い．

　第4に，現地におけるR＆Dの状況をみると（表18参照），R＆D

の施設を持っている企業は少なく，その施設も，「ある程度の技術アプリ

ケーションを行うだけの施設」r製品テストを行う程度の施設」rデザイン

開発の施設」あるいはr基本コンセプトを開発するだけの施設」の域を出

ていない．

　第5に，EC市場統合が欧州経済に及ぽす影響をみると（表19参照），

r欧州経済は成長，雇用，インフレの面で大きく好転する」r欧州企業の集

約化が進み，欧州産業の復権が成る」とみる企業が圧倒的に多い。また，
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r日本から欧州への技術移転が進む」とみる企業も多い．

4）　日本経済新聞社調査

　本調査は，日本の主要企業のEC市揚統合戦略を調査したものである．

その調査結果（1989年10月一11月実施，輸出売上高上位300社を対象，

回答企業131社，回収率43・7％）を取りあげよう．

　第1に，EC市場統合で欧州市場はどう変容するかをみると（表20参

照），r国によって違うが，概して日本には厳しいものになる」と懸念する

企業が多く，回答企業の66，1％を占め，「日本には利益の多いものにな

る」とみる企業は少ない，第2に，EC市場統合で欧州は再生するかをみ

ると（表21参照），再生するかどうかは「なんともいえない」と答えた企

業が多いが・r強い欧州が実現して，日米に対抗する」とみる企業も多い．

しかし・一部にはr強い欧州の実現は無理だろう」とみる企業もある．第

3に・EC市揚統合で欧州経済圏はどう変るかをみると（表22参照），大

多数の企業はr企業間，各国間の競争が一段と激化する」のみならず，

rM＆Aが増加し，産業ごとの寡占化が進む」とみている．

　第4に・日本企業の進出で欧州産業界はどうなるかをみると（表23参

照），r再編成が進み，地元勢の厳しい生き残りが表面化する」とみる企業

が多いが，一部にはr現地企業の反発で摩擦が激化する」とみる企業もあ

る。現地生産法人については，すでに41・7％の企業が「持っており」，

9・6％の企業はr現在はないが計画中」であり，企業の半数が現地生産に

動き出している，その欧州工場を「欧州域内への供給」と位置づける企業

が71・2％を占め，さらに18・6％の企業もr欧州域内への供給に加え，米

国への輸出」を狙っている。また，欧州への生産投資で一番重視する国と

しては（表24参照），英国が最も多く，ついでドイッ，スペイン，フラン

スと続く・さらに・新規投資の決め手となるのは，r労働の賀」r言葉の問
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題」「地元の誘致活動」である（表25参照）。’

　第5に，現地化への努力をみると（表26参照）・rピジネスを中心にす

る」企業が過半数を占め，「イメージ向上に役立たせる」企業も少しはあ

る，現地化の内容をみると，研究開発については，r移しつつある」企業

や「できるものから移す」企業はまだ少ない（表27参照）．現地部品調達

率の目標値については，60％以上，できれば80％以上を目ざす企業が多

い（表28参照）．現地人の現地法人トップヘの登用については，rトップ

にしている」企業や「将来，登用の道を開きたい」企業が多い（表29参

照）．また欧州本部については，「計画はない」企業やr計画はあるが，具

体化は未定」の企業が多く，「持っている」企業もr持っていないが，計

画中」の企業も少ない（表30参照），

　以上において，日本企業のEC進出とEC市揚統合への対応に関する

4つ、の実態調査を取りあげてきたのであるが・まず・日系企業の進出と

EC市場統合への対応に関する東洋経済新報社および日本貿易振興会の調

査結果を製造業企業に絞ってみれば，それは次のように要約され得るであ

ろう．’

　①　進出動機は多様化しているが，rグ・一バル化戦略の一環」r輸出か

　　ら現地生産への転換」「消費者二一ズヘの対応」「現地，第三国への販

　　路拡大」’r情報収集」が主な進出動機になっている・しかし，1987年

　　を境にしてrEC市場統合による保護主義化の懸念」r税制面などで

　　の投資優遇措置」「在欧日系メーカ1一への原材料・部品供給」を進出

　　動機とする企業が増えている。

　②　国別では，英国，ドイッ，フランスヘの進出が多い．また，業種で

　　は，電気機器，機械，化学の進出が目立ち，いずれも英国，ドイッ，

　　フランスに集中している，
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　③　進出先国の主な決定理由としては，「物流の条件が地理的に良い」

い．r英語を話す管理職が採用でぎる」rインフ7ストラクチャーが整備さ

　　れている」r労働者の質が他と比べて良ヤ｝」が挙げられる．

　④　EC布場統合へり対応策としては・欧州地域統括会社の設置，現地
　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　人の登用・現弛部品調連寧の引き上げ，デザインセンター・R＆D

　拠点の設置等による生産・経営・研究開発の現地化が講じられ，それ

　　らの現地化は，6着々と進められつgある．

　つぎに，日本企業のEC進出とEC市揚統合への対応に関する経済団

体連合会およ硲日本経済新聞社の調査結果は，次のよiうば要約され得るで

あろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　①　EC市揚統合への関心は高く，情報収集が盛ん1こ行われている．’と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぽ　　くた関心ボ高いのは，統合プ・グラムでは，通関手続きの簡素化，工

　業規格・安全基準の統一・認証・資本移動の自由化等であり，また，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド　ECの共通政策では，共通自動車政策，・第2次銀行指令案等である．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　②　EC市揚統合によりr欧州経済は成長，雇用，イジフレの面で大き

　く好転する」が，r企業間，各国間の競争が一段と激化し」r産業ごと

　の寡占化が進み」r欧州産業の復権が成り」r強い欧州・が実現して，．日

　米に対抗する．」　　　　　　　　　　　　　　　’　i

③欧州市揚はr概して日本には厳しヤ・ものになる」が3日本企業の進

　出により・欧州産業界では，r再編成が進み，地元勢の厳しい生き残り

　が表面化する・」日本企業は，生産投資国として英国，ドィッ，スペ

　イン，フランスを最も重視し， r欧州域内への供給」に重点を置く現

　地生産法人を増やしつつある，

④　EC市揚統合への対応策としては，現地拠点の拡充・新設，現地企

　．業との合弁，現地企業のM＆、Aジ現地企業と⑮技衝・販売提携，

　R＆D体制の整備，欧州統括会社（欧州本部）の設置，現地人の現
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地法人トップヘの登用，現地部品調達率の引き上げ等による生産・経

営・研究開発の現地化が，「ビジネスを中心に」講じられ，それ，らの

現地化は，徐々に進められつつある。
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EC統合と日本企業の対応

表7　日系企業のEC進出数（業種別・国別）

ギ
リ
シ
ヤ

イ
タ
リ
ア

ス
ペ
イ
ン

ポ
ル
ト
ガ
ル

ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

ル
ク
セ
ン
プ
ル
ク

ベ
ル
ギ
ー

オ
ラ
ン
ダ

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

イ
ギ
リ
ス

デ
ン
マ
ー
ク

合
　
計

国
　
　
種

　
　
業

全産業1，95520620272281056022544021911099
農林・水産　 5　1　　　　 3　1
鉱　　　業　　2　　2
建　　　設　33　121　4　1　　3　425　1
製造業389211912251916279634273
　食料品　10　2　　　　61　1　繊維・衣服　　27　　52　　　　　7　　21　10
　木材・家具
　パルプ・紙
　出版・印刷　　3　　2　　　　　　　　　1
　化　　学　56　　9111　3　　9　1016　51
　石油・石炭　 11　　8　　　　　　1　2
　ゴム・皮革　　6　　2　　　1　　1　2
　窯業・土石　　11　　11　1　4　　　　3　　　1
　鉄　　鋼　 3　　1　　　　　　　　　1　　1
　非鉄金属　　3　　2　　　　　　1
　金属製品　　5　　21　　　　　1　　　1

　機械591453111745　電気機器　1201446　4　611728　10　3
　輸送用機器　　　4　　　　　　　　　　　1　　　　3
　自動車・部品　　　22　　11　　　1　　　　　　　　226

　精密機器　 25　　91　1　1　　2　10　　　1
　その他製造　　241　7　　2　1　　5　311　21
商　 業92814224679582120296944706
金融・銀行　201　81169　912　41811　5
証券・投資　143　77　　9　344　8　1　　　1
保　　　 険　 15　　15

不動産14　5　31　2111運輸・倉庫・通信　　　63　　24　　12　5　　　6　14　　1　1

サービス　1032431117　1317153株式保有・その他　　　50　1　17　　　16　　2　1　4　　9

不　　　　明　　91　　6　　　　　　　　2
出所；表6に同じ，
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表8　日系企業の投資目的（国別）

投資目的

国

情
　
　
収

，
国
販
大

地
三
の
拡

現
第
へ
路

政
保
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利
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の
政
有

現
府
護
上

力
，
ト
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ス
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利
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減

が
で
生
易

源
富
地
容

資
豊
現
産

料
源
保

材原
資
確

報通商摩・イヤ

　擦で輸

集出困難リティ

デンマーク

イギリス．

アイルランド

オランダ

ベルギー

ルクセンブルク

フランス

ドイツ

ポノレトガノレ

スペイン

・イ、タリア

ギリシャ

6 1

1

1

　　　　　　13　　　　1

　　20　　　　251　　　　105

　　　5　　　　6

　　　9　　　86

　　　5　　　59

　　　　　　3
　　　4　　　88

　　　6　　　263

　　　4　　　　6

　　10　　　　42

　　　3　　　　44

1　　　2　　　　5

　　　　　　　　　38

　　　　　　　　　22

　　　　　　　　　　6

　　　　　　　　　36

　　　　　　　　　97

　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　13

16　　22

1　　　2

　　　3

2　　　3

　　　17

7　　　3

14　　　4

つ

出所：表6に同じ。

表9　日系企業のEC進出数（業種別・国別）

業種

国
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食　　料　　品

繊維工業
衣服・繊維製品

家具・装備品

紙
学
品
品
石
業
属

ブ
　
製
f
金

　
薬
　
・
鋼

ル
　
　
ム
業
　
鉄

パ
化
医
ゴ
窯
鉄
非

21

8
7
4
3　　　　　　1

75　　1　11
14

16　　　　　1

f3P　　　　－2

4
14　　　　　5

1

4　10　　6

2　　　　1

　　　　1
申’ 　層　　　　－甘4　　－

　　　　1
1

86

15　1
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3
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1
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品
械
機
品
械
品
械
他

製
機
撫
轟
機

属
般
発
送
機
密
の

　
　
　
子
　
送

金
一
電
電
輸
輸
精
を

16

65

86

53　　1

14

－23

18

47　　1

7
16

25　　6

20　5
4
14

4
16

イ
Q
3
2

　　　　2　　2　　1

　　1　14　16
　　　　18　19

　　1　　4　14

　　　　2
　　　　1
1　　　　　3

4　　　　　6

1
3
6
1
1
2

3
8
7
2
5
2

1　5　　3　　1

ム
・ 計 501　3132223425　29589135528　3
出所　日本貿易振興会海外経済情報センター『在欧日系企桑（製造業）の経営実態一第6回実態調査

　報告』1990年3月より作成。

表10　日系企業の進出動機

輸出から現地生産への転換

生産コスト節減

対日輸入数量制限の回避

安価な原材料の確保

為替変動リスクの回避

　グローバル化戦略の一環

EC市揚統合による保護主義化の懸念

EC市場統合による経済拡大効果の享受

一親会社の欧州進出　　　一　　　．

税制面などでの投資優遇措置

消費者二一ズヘの対応

アンチダンピング規制抵触の回避

部品アンチダンピング規制抵触の回避

欧州のデザイン利用

欧州でR＆D実施
在欧日系メーカーへの原材料・部品供給

米国企業の買収による欧州生産拠点の獲得

その他

7
4
8
7
9
9
5
7
1
4
1
1
0
0
6
5
4
5

9
3
4
　
2
7
4
3
1
4
9
3
2
1
1
4
　
2

　
　
　
　
　
1

注＝EFTAへの進出分を含む．
出所＝表9に同じ．
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表11　日系企業のEC進出先国の決定理由

国

理　　由
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ダ
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ツ

イ
ギ
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ス

合
　

計

インフラが整備されている

国内市場規模が大きい

’物流み条件ポ地理的に良い

一部晶産業等の関連産業がある一

交通網が整備されている

英語を話す管理職が採用できる

現在の操業地に他の日系メーカ
ーが多く進出している

労働者の質が他と比べて良い

労働コストが安い

親日的雰囲気がある

子女教育の問題が少ない

原材料の入手条件が良い

その他

743120465　　23
62　19　20　　1　　7　　　　　　　　　　　8

iO4－341715’109　1　38

4416125316
572019544　　　4
78　40　　3　13　　1　　7　　　　　10

1913　2　1　2

74　27　17　　5　　　　5

5520　1　　　　3

4513　5　3　　　4

14　2　9　　　　　1

22　2　2　3　4　2
82　14　14　10　17　　2

2

1

1 2

1　1

1

5　7　　　　　1

712　3　　　6
7　7　　　　　3

　1

2　4

4　9 2

4

出所：表9に同じ・

表12EC市揚統合による日系企業への影響

要 因
予想される　すでに受け
影響　　　　ている影響

保護主義

相互主義

商機の拡大

EC企業の活力
欧米企業との競争激化

日本企業との競争激化

行政手続きの簡素化

貿易障壁の撤廃

日本企業の欧州市揚からの締め出し

公共調達・公共事業での新規参入

物流パターンの変化

61

108

116

100

88

58

53

39

11

　2

115

4
2
5
7
9
1
1
6
1

　
　
1
　
　
2
1

18

88
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安全・衛生・環境基準の規格統一

対日輸入数量割当の撤廃

税制の統一化による税制面のメリットの消失

税関手続きの簡素化

ECマークの導入

その他．

82

　2

　9

117

25

10

10

1
8
2
3

出所＝表9に同じ．

表13　日系企業のEC市揚統合への対応策

欧州地域統括会社の設立

デザインセンター・R＆D拠点の設置
現地部品調達率の引き上げ，現地人材の登用等による
欧州企業化

生産能力の増強，未進出国への生産拠点の確立による
欧州内生産シェァの向上

部品会社の育成，日系部品メーカーの欧州進出要請

欧州企業との生産・販売提携，欧州企業の買収

派遣駐在員の充実

労働コスト，税金等でより有利な国への生産拠点の移動

ECマークに適合した製品の生産

その他

9
8

9
η
！

128

68

1
2
3
9
6
巳
σ

3
4
く
U
　

1
1出所；表9に同じ．

表14EC市場統合に対する関心

一般的関心をもって公開情報の収集を行っている

強い関心をもって独自の情報収集を行っている

関心なし

204

152

95

出所＝経済団体連合会「EC市場統合問題に関するアンケート調査（中間報告）」1989年

　10月より作成．

表15市場統合の自社への影響

統合の恩恵を直接享受することはないが，EC経済が上向くことに
より何がしかの好影響を受ける　　　　　　　　　　　　　　　145

EC企業との競争が激化する　　　　　　　　　　　　　　　　　　104

ECは日本企業に対し警戒的・差別的な態度に出てくるので，
ビジネスは難しくなる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90

89
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統合によりピジネス・チャンスが拡大する

現地における日系企業との競争が激化する

ECは統合の恩恵を日本企業が享受することを許さないので，
ビジネスはやりにくくなる

ほとんど影響ない

現地における米系企業との競争が激化する

f
Q
1

7
770
8
く
U

ワ
臼
ワ
臼

出所；表14に同じ．

表16　市揚統合への対応の状況

対応策を模索中

対応策をとりつつあるが，まだ不十分

対応はひとまず済んだ

168

129

26

出所：表14に同じ．

表17具体的対応策

現地拠点の拡充

現地拠点の新設

現地企業との合弁

欧州統括会社の設置

現地企業のM＆A
現地企業との技術提携

現地でのR＆D体制の整備
現地企業との販売提携　甲　『　’』　　　　’　　F’

本社内に対策本部を設置

統合市場を視野に入れて米国，その他地域の拠点を拡充

現地に対策本部を設置

現地で弁護士・コンサルタントと新たに契約

EFTA諸国に拠点を置く
業界としてロビイングをする必要があると考えている

6
2
4
4
8
0
6
6
2
0
0
7
3
4

0
6
5
4
3
3
2
2
2
2
2
1
1

1

出所＝表14に同じ。

表18現地におけるR＆Dの状況

R＆Dの施設を全くもっていない
ある程度の技術アプリケーシ。ンを行うだけの施設はある

製品テストを行う程度の施設はもっている

デザイン開発の施設・設備をもっている

基本コンセプトを開発するだけの施設をもっている

4
4
2
Q
ノ
！
Q

く
」
2
2

出所：表14に同じ。
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表19統合が欧州経済に及ぼす影響

欧州経済は成長，雇用，インフレの面で大きく好転する

欧州産業の集約化が進み，欧州産業の復権が成る

日本から欧州への技術移転が進む

欧州経済・産業に大きな変化はない

統合の利益を主として日米企業が享受し，欧州産業の影は薄くなる

183

172

125

45

　7

出所＝衷14に同じ、

表20　EC統合による欧州市揚の変容

国によって違うが，概して日本には厳しいものになるだろう

なんともいえない

．国によって違うが，概して日本には利益の多6ものになるだろう

その他

66．1％

12．1

11．3

10．5

出所；ig89年121月17日付け日本経済新聞，

表21EC統合による欧州の再生

なんともいえない

強い欧州が実現して，日米に対抗するだろう

強い欧州の実現は無理だろう

43．5％

37．9

18．6

出所；衷20に同じ。

表22’EC統合による欧州経済圏の変化

企業間，各国間の競争が一段と激化する

M＆Aが増加し，産業ごとの寡占化が進む

その他

47。6％

41．1

11．3

出所：表20に同じ．

表23日本企業の進出による欧州産業界きの影響

再編成が進み，地元勢の厳しい生き残りが表面化する

日本企業は現地企業を手助けする必要がある

現地企業の反発で摩擦が激化する

その他

41．9％

35．5

12．1

10．5

出所＝表20に同じ．
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表24欧州への生産投資で一番　　　　表28現地部品調達率の目標値

　重視する国
　　　　　　　　　　　　　　　　　80％以上　　　　　　　　　　33．9％

英国　　　　　　　　　　　31．5％　　70－80％　　　　　　　　　　10．2

ドイツ　　　　　　　 22．6　　60－70％　　　　　　　 20．3

スペイン　　　　　　　　　10．5　　60％未満　　　　　　　　　10．2

フランス　　　　　　　　　7．3　　無回答　　　　　　　　　25．4

オランダ　　　　　　　　　
7
．
3

　　　　　　　　　　　　　　　　　出所31989年12月19日付け日経産藁新聞・
イタリア　　　　　　　　　　　　3．2

アイルランド　　　　　　　　　2．4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　表29現地人の現地法人トップヘ
その他　　　　　　　　　　　15．2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の登用
出所：衷20に同じ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　将来，登用の道を開きたい　　39．1％
　　表25新規投資の決め手
　　　　　　　　　　　　　　　　　トップにしている　　　　　　28．7

労働の質　　　　　　　　　39．5％　　その他　　　　　　　　　　32．2

言葉の問題　　　　　　　　　31．5
　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：1989年12月21日付け日経産業新聞．
地元の誘致活動　　　　　　　30．6

出所；衷20に同じ●　　　　　　　　　　　　　　表30欧州本部の状況

　　　表26現地化への努力
　　　　　　　　　　　　　　　　　持っている　　　　　　　14．8％
ビジネスを中心にする　　　60．0％　　持っていないが，計画中　　　9．6

イメージ向上に役立たせる　　20．9　　計画はあるが，具体化は未定　29．6

必要ない　　　　　　　　　　　7．8　　　計画はない　　　　　　　　　46．0

その他　　　　　　　　　　　11．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：1989年12月27日付け日経産粟新聞，

出所：表20に同じ。

　　表27研究開発の持ち込み

わからない　　　　　　　　　　51．3％

移しつつある　　　　　　13．9
できるものから移す　　　　　17，4

移すつもりはない　　　　　　17．4

串所＝表20に同じ．

　　　　　　　5EC市場統合への欧米企業の対応

周知のように，ECでは，1980年代前半に経済成長の鈍化，産業構造

　　　　　　　　　　　　　　　　92

マ



　　　　　　　　　　EC統合と日本企業の対応

の硬直化，産業・企業競争力の低下，高い失業率，先端技術開発の遅れな

どが表面化し，世界の政治・経済の両面で，ECの及ぼす影響力が著しく

低下した，その主因は，市揚が分断され’ていることにあった．ECがこの

ままでいれば，ECは日米に経済的に支配されてしまうという危機感がつ

のってきた．加盟12ヵ国の首脳は，この分断された市揚を統合し，規模

の利益を引き出すことによって，欧州を復権させようと考えた．こうした

背景のもとに，今日，大きな盛りあがりを見せているEC市揚の統合は，

共同市揚（単一市場）を創設して域内企業の競争力を強化し，日米の経済

的覇権に襖を打ち込むことに目的がある。

　では，その目的は，EC企業によっていかに実現されようとしているの

であろうか．それは，EC産業を中心とする欧州産業の国境を越えた再編

成として展開されつつある．もっともそれは，全産業にわたって展開され

ているわけではなく，日米企業と互角に戦える産業，わけても航空，軍需，

通信機器，重電機，自動車などの分野で顕著に見られるにすぎない・以下，

これらの産業における再編成の動きを追ってみよう．

1）航空産業

　欧州航空産業では，EC市場統合による空の自由化（外国航空の国内航

空参入などの規制緩和）に向けて航空各社の生き残り競争が激しく，次の

3グループに集約される傾向が強い．

　①BA・KLM・サペナグループ

　　英国航空（BA），KLM航空（オランダ）およびサベナ航空（ベル

　　ギー）は，新航空会社「サベナ・ワールド航空」を設立することで合

　　意した．3社はサベナ60％，BA20％，K：LM20％の割合で出資し，

　　空港施設の共同利用，国際線の共同運航を行う．BAは北米路線，サ

　　ベナはアフリカ路線に強く，欧州最大の航空グループが誕生する．

　②AF・LHグループ
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　　　エールフランス航空（AF）およびル7トハンザ航空’（LH）（独）

　　は，英国主導型の空の自由化を阻止するために，営業，技術など広範

　　な分野で提携することで合意した．両社はイペリア航空（スペィン）

　　との提携も交渉中である．アリタリア航空（イタリア）もこのグルー

　　プに加わる可能性が高い。

　③SAS・スイスグループ

　　　スカンジナビア航空（SAS）（北欧）およびスイス航空は，他グル

　　ープとの競争力を強化するため，5－10％の株式持ち合いを含む広範

　　な資本・業務協力協定を締結した．これとは別に，SASは，フィン

　　エアー航空（フィンランド），コンチネンタル航空（米国），全日空や

　　ブリテン・ホールディングズ航空（英国）とも，，またスイス航空は，

　　オーストリア航空やクロスエアー航空『（スイス）とも提携し，自らの

　　経営基盤を強化している．

　こうしたグループ化は，米国などの大手航空が欧州市場へ乗り込んでく

ることを恐れて，加速されてきたが，これまでのところ事態は逆であって，

欧州の大手航空が米国の大手航空へ買収を仕掛けている（例えぱ，BAは

ユナイテッド航空の持株会社UALに対して，またK：LMはノースウェ

スト航空に対して買収を仕掛けた）．

　なお，欧州の空の自由化に備えて日本航空はKLM，．全日空はサベナと

共同運航することで合意した．

2）軍需産業

　欧州軍需産業では，EC市場統合による欧州13ヵ国の兵器市場の相互

開放，東西の緊張緩和，軍備縮小，東欧・ソ連の変革などを受けて，通常

兵器の集約化が進み，宇宙兵器などの共同開発体制づくりが活発化し，さ

らに米国軍需企業との競争激化が予想されるため，思い切うた再編成を迫

られており，次の3グループに集約される傾向が強い｛図・2参照）．
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図2航空・宇宙・軍事分野の提携
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①GEC・シーメンスグループ

　　ゼネラル・エレクトリック・カンパニー（GEC）（英国）は，シー

　メンス（独）との連合で，プレッシー（英国）を買収した．GECは

　さらにマトラ（フランス）に資本参加し，マトラと共同で宇宙開発の

　新会社「マトラ・マルコニ・スペース」を設立する一方，フェランテ

　ィ（英国）のレーダー部門を買収した．GEC・シーメンスは買収した

　プレッシーやフェランティの事業を統廃合しつつ，ハイテク兵器の共

　同開発体制づくりに取りかかっている．その結果，同グループはレー

　ダー，軍事用通信機器で欧州市場をほぽ一手に握ることになった，

②BAe・トムソンーCSFグループ

　プリティッシュ・エアロスペース（BAe）（英国）およぴトムソンー

　CSF（フランス）は，両社の誘導ミサイル部門を集約する合弁会社

　「ユー・ダィナミックス」を設立することで合意した．両社はさらに

　フェランティを共同買収することで合意した．これと並行してトムソ

　ンーCSFは，フィリップス（オランダ）の3軍需子会社（オランダ，

　フランス，ベルギー）を買収した．その結果，同グループはミサイル，

　潜水艦探知ソナーで欧州市場をほぼ独占することになった．

③ダイムラー・ベンツグループ

　　ダイムラー・ベンッ（独）はメッサーシュミット・ベルコウブロー

　ム（MBB）（独）を条件付きで系列化した．その結果，同グループは

　ドイツの軍需民間発注については70％以上を，戦闘機については

　100％を手中に収めることになった．

　　また，ダイムラー・ベンッは，三菱グループおよびユナイテッド・

　テクノロジーズ（UTC）（米国）と航空・宇宙などの分野で広範な事

　業提携をすることで合意した．同社はさらに，フィアットやBAeと

　もこれらの分野で広範な事業提携を行う交渉に入っている（図2，図

　　　　　　　　　　　　　96



　　　　EC統合と日本企業の対応一

図3ペンツ・グループと三菱グループの提携
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　こうしたグループ化とは別に，ダイムラー・ベンツ，GECおよぴマト

ラは，株式の持ち合いを含む軍事部門の大合同計画を進めている．また，

BAe・MBB・アエロスパ・シアル（フヲンス），アエリタリア（イタリア）

およびCASA（スペィン）は，NATOが提唱する欧州共同防衛体制づく

りの一環として，軍用輸送機の共同開発を行う機関EUROFLAGを設立

した・さらに・MBB・アエ・ズパシアルおよびウェストランド（英国）は，

戦術兵器分野で提携することで合意した．この3社は戦術ヘリコプターの

共同開発を進め，戦術兵器に関する技術交流を深め，いずれNATO向け

の高付加価値兵器の共同開発に向かう予定である．

3＞通信機器産業

　　　　　　　　　　　　　　97



一橋大学研究年報　商学研究　31

　欧州通信機器産業では，EC市揚統合による機鋸の規格統一，公共調達

の開放に向けて再編成の動きが出てきた．その顕著な動きとしては，AT

＆Tの欧州市場参入とGEC・シーメンスによるプレッシー買収とが見ら

れるが1いくつのグループに集約されるかは牢かではない．

　①AT＆T・STET・イステルグループ

　　欧州では，機器の規格が各国で相違し，市場が細分化され，政府調

　　達は自国優先であったために，AT＆T（米国）といえども，欧州市

　　場への参入は容易ではなかった．しかし，イタルテル（イタリア）が

　　イタリア全土の通信網近代化の提携企業としてAT＆Tを選んだこ

　　とから，AT＆Tの欧州市揚参入が可能になった。AT＆Tはさら

　　に，イタルテルの親会社STET（イタリア）と国際通信事業分野で

　　広範な資本・技術・業務提携をすることで合意した．AT＆Tはそ

　　の後，オリペッティ（イタリア）の親会社CIR（イタリア）にも資

　　本参加し，さらにイステル（英国）を買収した．その結果，同グルー

　　プは欧州全域で高度情報通信サニビスを展開することが可能になった・

　②GEC・シーメンス。プレッシーグノレープ

　　　GEC（英国）とシーメンス（独）によるプレッシー（英国）の買収

　　合戦は，1年近くにわたる攻防の末，TOBを仕掛けたGEC・シーメ

　　ンスがプレッシーを買収することで決着がついたが，その狙いは，通

）信機器の英独連合を結成すること，そしてプレッシーの軍用無線通信

　　機器部門を獲得することにあった．その攻防の最中に，対立中のGEC

　　とプレッシーが，移動体通信事業で，ベルサウス（米国）などと共同

　　出資の新会社rコンソーシアム」を設立した．また，買収合戦前に

　　GECとプレッシーの合弁会社として設立されていたGPT（英国）

　　は，買収後，GPTの株式をGECが60％，シーメンスが40％所有

　　し，GECが主導権を握ることになった．その結果，同グループは，
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　　AT＆T，ノーザン・テレコム（カナダ）に次ぐ世界第3位の通信機

　　器メーカーになった．

　こうしたグルLプ化とは別に，第3グループを形成すると思われるブリ

ティソシュ・テレコム（BT）（英国）は，マッコー＜米国）に資本参加す

る一方，ナイネックス（米国）とは次世代電話テレポイントで提携した．

4）重電機業界

　欧州重電機業界では，EC市揚統合による政府調達の自由化に向けて，

欧州に15もの重電機会社は不要との危機感が高まり，次の3．グループに

集約される傾向が強まってきた．

　①アセア・ブラウン・ボベリグノレープ

　　ァセァ（スウェーデン）とブラウン・ボベリ（スイス）が対等合併

　　し，世界最大の重電機メーカー，アセア・ブラウン・ボベリ（ABB）

　　（スウェーデン）が誕生した．ABBはその後，AEG（独）の蒸気タ

　　ービン部門，フランコ・トシ（イタリア）を買収する一方，アンサル

　　ド（イタリア）と発電施設，エンジニアリングなど3部門で合弁会社

　　を設立し，欧州での事業拡大を行っている．ABBはさらに米国での

　事業拡大にも積極的で，コンバスチョン・エンジニアリング（米国）

　　を吸収合併した．

②GECアルストムグループ

　　ABBの積極的な事業拡大に触発されて，GEC（英国）とアルスト

　ム（フランス）が両社の発電機部門を合併させ，新会社rGECアル

　ストム」を設立した，また，GECは，その制御システム事業をアル

　ストムに譲渡する代りに，アルストムの株式の24・5％を取得して，

　緊密な協力関係を確立した，その後GECは，アルストムの親会社

　CGE（フランス）およぴGE（米国）と共同で，新合弁会社「ユー・

　ビアン・ガスタービン」を設立し，大欧州市揚に照準を合わせだガス
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　　タービン事業をも展開することになった。

　③シーメンスグループ

　　シーメンス（独）は目下，事業部を業種別・製品別から市揚別に再

　編成するための大幅な組織改革に着手しており，発電プラント事業で

　　の目立った動きはまだ見られない。

5）自動車産業

　欧州自動車産業では，：EC市場統合による物流の自由化，日米メーカー

のEC進出，，統合後に予想される日本車の輸入増などに向けて，自動車

各社の生き残り競争が激しく，乗・商用車事業の再編成が活発に行われて

いる（図4，図5参照）．

　①乗用車事業の再編成の動き

　　最も目立った動きを見せたのはフォード（米国）である、フォード

　　は経営不振に陥っていたジャガー（英国）に敵対的TOBを仕掛け，

　一買収した．・この買収合戦に関与した欧州フォードはVW（独）と乗

　　用車を共同開発・生産することで合意した・この買収合戦には，GM

　－（米国）もジャガー側の要望を受けて関与していたが，GMは，フォ

　　ードが触手を伸ぱしていたサーブ・スカニア（スウェーデン）と折半

　　で，合弁会社「サーブ・オートモビル」を設立することで合意した。

　　フィァット（イタリア）も積極的に動いている．フィアットはマセラ

　ッティ（イタリア）と乗用車の合弁生産をすることで合意した，さら

　　にフィアットは，ローバー・グループ（英国）の親会社BAeと小型

　　車の共同開発で，クライスラー（米国）とは小型車の共同開発および

　　欧州でのクラィスラー車の販売協力で交渉を進めている，

　　　一方，日本メーカーはどうかといえば，本田が技術・生産面ですで

　　に提携関係にある・一バー・グループと資本提携し，共同事業として

　．英国に乗用車工揚を建設しつつある・トヨタもまた，英国に単独進出
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図4欧米自動車メーカーの提携
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図5 日欧自動車メーカーの提携
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　し，乗用車工場を建設中である．さらに々ッダは欧州フォー下と小型

　車の共同生産で合意し，フィアットとは乗用車の販売提携を結んでい

　る．三菱自工もフィアットと小型車の共同生産で，またボルボとは乗

　用車の共同生産で交渉を進めている．

②商用車事業の再編成の動き

　最も活発な動きを見せているのはエナサ買収である．エナサをめぐ

　っては，スペィン進出を目ざすイベコ（オランダ），マン・ダイムラ

　ー・ベンッ，ボルボなどによる買収案が渦巻いていたが，ズペイン産

　業公社INIとの間でマン・ダイムラー・ベンッ連合がエナサを買収

　することが決まった．しかし，その後，同連合による買収案は西独カ

　ルテル庁によって認可されなかったため，マンは撤退し，ダイムラ

　ー・ベンッが単独で買収に乗り出す予定であったが，フィアットが買

　収に成功した。これとは別に，マンはシュタィア・ダィムラー・プフ

　（オーストリア）と両社のトラック事業を統合し，マン主導のもとに

　合弁会社を設立することで合意した．ボルボもシュタィア・ダィムラ

　ー・プフのバス事業を買収し，ボルボ主導のもとに合弁会社を設立す

　ることで合意した．クライスラーもシュタイア・ダイムラー・プフと

　共同で，小型商用車の合弁会社「ユー・スター」を設立することで合

意した．また，ルノーはDAFと折半出資で，合弁会社rファン・

　テクノ・ジー」を設立することで合意した．ルノーはさらに，マッ

　ク・トラックス（米国）を買収することで交渉を進めている．

　一方，日本メーカーについてみると，トヨタはVWと小型商用車

　の共同生産をすでに開始し，さらに主要部品の共同生産，一乗用車の

OEM供給を含む提携拡大を交渉中である．マッダはそのVWとバ

　ンの生産・販売提携で交渉を進め，・さらにシュタイア・ダイムラー・

　プフとは商用車の販売提携で合意じている．．また，ダイハッはフィア
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　ソト，ピアジオ（イタリア）と共同で小型商用車を合弁生産すること

　で，いすΨはボルボと商用車の販売提携をすることで，さらに日産モ

，トール・イ、ベリカはフォードと4WD車を共同開発することでそれ

　ぞれ合意している．

③乗・商用車事業の再編成の動き

　　ルノーとボルボは相互の乗用車部門（ルノーとボルボ・カー）と商

　用車部門（RVIとボルボ・トラック）で相互出資することで合意し

　た．フランス政府はルノーの株式会社化を決定した．これを受けてボ

　ルボは，ルノーとの提携事業を拡大するために，ボルボ・カー丁（オラ

　ンダ政府70％，ボルボ30％所有）の買収をオランダ政府に申し入れ

　た．

　　なお，ダイムラー・ベンッと三菱グループは，航空・宇宙・エレク

　ト・ニクス・自動車などの分野で広範な事業提携を行うことですでに

．合意しているが，両社の自動車部門（メルセデス・ペンッと三菱自

　工）が乗・商用車事業をどう煮詰めていくかは定かではない，

　　これとは別に，三菱自工はクライスラーと欧州で乗・商用車の合弁

　生産を行う交渉をしている．

6結ぴ

　EC市揚統合に向けて日本企業が進めてきた対応は，次のように要約す

ることができよう．

　1，EC進出動機は多様化しているが，グ・一バル化戦略の一環，輸

　　　出から現地生産への転換，現地・第三国への販路拡大，情報収集

　　　が主な動機になっている．

　，2　国別では英国，ドイッ，フランスヘの進出が多い。また，．業種で

　　　　　　　　　　　　　　104



EC統合と日本企業の対応

　　　　は電気機器，機械，化学の進出が目立ち，いずれも英国，ドイッ，

　　　　フランスに集中している．

　　3　進出先国の主な決定理由としては，物流の条件が地理的に良い，

　　　　社会基盤が整備されている，労働者の質が他と比べて良い等が挙

　　　　げられる．

　　4　　EC市揚統合への対応策としては，現地拠点の拡充・新設，現

　　　　地企業との合弁，現地企業のM＆A，現地企業との技術・販売

　　　　提携，研究開発拠点の設置，欧州統括会社の設置，現地人の登用，

　　　　部品・資材の現地調逮率の引き上げ等による生産・経営・研究開

　　　　発の現地化が講じられ，それらの現地化が徐々に進められている．

　　5　EC市揚統合により欧州経済は成長，雇用，インフレの面で大

　　　　きく好転するが，企業間，各国間の競争が一段と激化し，産業ご

　　　　との寡占化が進み，強い欧州が実現して，日米に対抗するであろ

　　　　う．

　最後にジ筆者は，以上の要約を踏まえて，筆者の見解を示し，本稿の結

ぴとしたい・日本企業は，EC市揚統合後に対欧輸出やEC域内進出を

企てることが難しくなるとみており，できれぱ，市場統合前にEC域内

に生産・販売・研究開発拠点を確保しておきたいと望んでいる．これに対

してECは，日本政府が欧州製品に対して日本市場を開放せずに，日本企

業が撹乱的に欧州市場へ参入していくのを黙認していることに強い不満を

表明するとともに，日本企業がECへ進出するのなら，欧州の経済活性

化に寄与し得るような企業に来てもらいたいと切望している．約めていえ

ば，雇用創出，技術移転，利益再投資などによって現地に貢献することが，

EC進出の不可欠の条件になりつつあるのである．それは，日本企業が集

中豪雨的なr一点集中型経営」からr国際協調型経営」へ脱皮することに

よって，初めて可能になる・日本企業が欧州企業．と共存し得る道はそこに
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．あるといってよいであろう．

　EC市場統合を始めとする一連のEC統合は一そして遠からず大欧州

統合もまたr　ECを母体として，ECの国々，欧州の国々がそれぞれ

もつ多様性を保持しながら，rひとつのヨー・ッパ」への統合に向かって，

力強く前進しつつある．そして，この新しい欧州づくりは，なんとしても

われわれ欧州人の手で完成させたいというのが，欧州人の心からの願いな

のである．したがって，彼らは，出来ることなら，日本企業に欧州へ来て

ほしくないと願っている．彼らは，欧州の産業が日本製のカメラ，家電製

品，オートパイ等々の席巻によって衰退したことを，身をもって知ってい

るからである．しかし，彼らは，あれほどの経済的繁栄を続けてきた日本

でありながら，日本人の生活の質が自分たちのそれよりも劣っていること

を，いまなお不思議に思っている．そして，彼らは，日本企業のEC進

出によって，彼らのこの生活が質的に低下しかねないことを，真剣に恐れ

ているのである．

　日本企業の海外進出といえば，ひとつ覚えのように，「インサイダー化」

「現地化」が声高に叫ばれている．日本企業の真の汎欧州化とは，生産・

経営・研究開発の現地化を通じて，欧州人の生活の質を維持し向上させて

いく・ことではないだろうか。
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